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大 市町村名 大阪市 治体コード 271004 ｜平成 27 年度｜

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

交付金等対象経費

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・糟
設・拡充）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の ［専門的・両度な相談に応じられる体制を整える］
794 794 報償費（講師謝キυ、旅費（交通費）、委託料（弁護士等

活用） －弁護士12回、専門家5回 派遣経費）、使用料及賃借料（会場使用料）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レイル7'!7°事業（研修開催）

［研修への参加支援】
－国民生活センター消費生活相談員研修5回各1
名、国民生活センター消費生活相談員研修専門2

⑦消費生活相談員等レ，..：，レ7'!7°事業（研修参加支 日コ｝ス2回各1名、大阪府消費生活相談員レベ
328 328 旅費（交通費）、負担金、補助及交付金（参加費）

援） ルアップ研修12回各2名、大阪府消費者行政職員
等研修1回2名、大阪府消費生活相談員養成講座
23回各2名、消費生活相談員協会研修8回各1
名、執行担当者研修（景品表示法）2回各1名

［消費生活相談員の体制強化］
＠消費生活相談体制整備事業 －相談員の僧員（2名）及び処遇改善による報酬の 11,509 11,509 報酬（相談員報酬）、旅費（交通費）

引上げ



＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執府等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

［くらしのナピゲータ一等レベルアップ事業］
－本市登録のくらしのナビゲーター等に対してスキ
ルアップを図るため講座を実施（4テーマ×2回）

［タブレット端末による消費者教育強化事業］
－タブFレット端末を講座等の場で、活用し自立した消
費者を育成・支援

[:t也域の見守りネットワーク活動促進事業］

高齢者活を地動域へでの見助守言るを活行動う消者費に者対教して育啓講発座とを被実
害防止
施（年間48回程度）

［多重債務相談会の実施］
－多重債務相談会及び賃貸住宅相談会（計15日
間）

（「1
'-_/ 

［くらしのナピ‘ゲータ一等レベルアップ事業1
報償費（講師謝礼）、使用料及賃借料（会場使用料）

246 246 
【タブレット端末による消費者教育強化事業】
需用費（消耗品費）、役務費（通信運搬費）

／ ／ 報償費（講師謝礼）、委託料（講師謝礼、資料作成、企2,402 2,402 画運営、会場使用料）

旅費（交通費）、需用費（印刷費）委託料（弁護士派遣経
681 681 費）、使用料及賃借料（会場使用料）

15,960 4,123 11,509 328 

つ
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3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すゐ場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集裂

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総E 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記憶）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

（勤務時間、日数等の拡大）

2 人 2,880 人時間／年

対象人員数

（報酬引上げ）

16 人

対象人員数計 追加的総費用

18人 11,509 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 207,883 千円

前年度の消費者行政予算 205,632 千円

うち交付金等対象経費 25,573 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 11,560 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 180,059 千円

' 
今年度の消費者行政予算 185,039 千円

うち交付金等対象経費 15,960 千円 ／ 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 11,509 千円
／ 

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業
七 2,402 千円 ／ 

うち交付金等対象外経費 169,079 千円 20年度差 ｜ -3叩 4 千円｜ 前年度差 ｜ 一10,980 千円l



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存） なし

活用） （強化） ・弁護士や専門家の派遣を受け、両度に専門な消費生活相談への対応を強化する。（弁護士12回専門家5回）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス （既存）

ト） （強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘコレ7,7・事業（研修開催）
（既存）

（強化）

（既存） ・職員のみ参加

⑦消費生活相談員等レへVレ7,7・事業（研修参加 －相談員も一緒に参加することで、相談員の各種分野の知識の向上を図り、相談受付技能レベルの向上が得られる。

支援） （強化）
国民生活センター消費生活相談員研修5回各1名、国民生活センター消費生活相談員研修専門2日コ｝ス2回各1名、大阪府消費生活相談員レベル
アップ研修12回各2名、大阪府消費者行政職員等研修1回2名、大阪府消費生活相談員養成講座23回各2名、消費生活相談員協会研修8回各1名、
執行担当者研修（景品表示法）2回各1名

③消費生活相談体制整備事業
（既存） －相談員16名体制j

（強化） ・PIO-NET即時入力等による業務量増に伴う、相談員の増員（2名）及び処遇改善による報酬の引上げ

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化
（既存） なし

に関する事業（消費者の安心・安全を確保するた －地域へ講師として出向く本市登録のくらしのナビゲータ一等に対してスキルアップを図るため講座を実施（4テーマ×2回）
めの取組） （強化）

・タブレット端末を活用した地域講座・見学講座等により、主体的・合理的に判断・行動できる『自立した消費者Jを育成支援する

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化 （既存）
に関する事業（地域の多様な主体等との連携の
強化を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化 （既存）

に関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化 （既存） なし

に関する事業（先駆的事業） （強化） ・局齢者等の消費者被害の未然防止、早期発見及び防止拡大を図るため、地域における担い手を育成する消費者教育講座を実施（年間48回程度）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化 （既存） ・大阪府多重債務者対策協議会

に関する事業（先進性・モデ、ル性の高い事業） （強化） －多重債務相談会及び賃貸住宅相談会を実施（昼間：2日間×2回、夜間：8日間×2回）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）

。 。
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6.消費生活相談員の毘置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 18 人 今年度末予定 相談員総数 18 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 18 人 今年度末予定 相談員数 18 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上 。報酬月額 186,000→210,000（平成23年度～）

②研修参加支援 。国・関係機関開催の研修参加のための旅費・参加費を支援

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運嘗要領別添Z第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 値
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市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

〆曲、一

市町村名 堺市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
苦情処理委員会を開催する。［交付金】 51 

委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レベル777°事業（研修開催）

①複雑多様化する相談内容に対応するため、相
談員の専門的研修の参加機会を摺やし、相談員

⑦消費生活相談員等レベル7"!7°事業（研修参加支 全体のレベルアップを図る。［基金］
428 

援） ②次期PIO-NETに関し、正確・迅速な相談情報の
入力・管理を行うため、研修を受講し、操作・知識
の習得を図る。［基金】

消費者ホットラインへの参加、堺市消費生活条例
及び消費生活センターの周知等、潜在的な相談
者の掘り起こしを行うことに伴う相談件数の増加に
対応するため、相談員（1名）を増員しており、その

③消費生活相談体制整備事業 継続雇用を実施する。 7,080 
また、条例や法律に基づく調査・指導・勧告等の
事業者指導を強化するため、事業者指導担当者
として警察OBを1名増員しており、その継続雇用
を実施する。［交付金】

’ヘ

271403 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

51 委員報酬

428 
①旅費、研修費（8名分）
②旅費（11名分）

7,080 報酬、費用弁償、社会保険料（雇用主負担分）



、

①中学生向けの啓付芳金 三を購入し、市内中学校
に配布する。［交 . 
＠市民の消費者問題についての意識を高め、そ
の自立を支援するため、年6回の啓発講座を開催
する。［交付金】
＠一般向け啓発冊子を作成し、啓発機会の増を
図り、意識の向上を図る。［交付金］
④イベント時配布用の啓発物を購入し、市民に身近
な情報発信源である区役所で行われる区民まつり
等の場で配布し、消費者被害の未然防止を図る。
｛交付金］
⑤消費生活センターに来所した方が閲覧等するため ①啓発冊子購入費（9,200部）
の図書、 DVDソフトを購入し、多種多様な消費者間 ②講師謝金(1人）、チラシ作成費（3,000枚）
題についての学習資料を充実する。［交付金】 ③啓発冊子作成費（5種類、計22,000部）

＠価格調査や量目調査等を行っているf消費生 ＠啓発物購入費（5種類、 26,500個）

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に 活モニターJを拡充し、「くらしのサホ。ーターJ制度を創設 ⑤啓発用図書・DVD購入費（図書6冊、 DVDlO本）

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため する（24年度創設済）。「くらしのサホ。｝ターJは、本市 6,940 6,940 
⑥サポーター謝礼（拡充部分）、資料等送付経費（拡充

の取組〕 に居住する消費者に依頼し、商品の価格、量目等
部分）

の調査や、啓発活動を行う。［交付金】 ⑦シ資ー料ル作作成成費費（2(40,000枚）
③ 10セット）

⑦訪問販売による消費者トラプルの防止を図るた ⑨チラシ等作成費（5種類、 48,000部）
め、訪問販売お断りシールを作成する。 I交付金］ ⑬講師等謝金（7人）、参加者保険料
③ライフステーシ＇g1j消費者教育の推進を図るため、保 ⑪チラシ作成費（40,000枚）
育園・幼稚園向け消費者教育資料を作成する。
［交付金］
⑨高齢者や支援者を対象とした認知症啓発や見
守り啓発等のトフレットを、消費生活センターの周知・
啓発情報を加えて作成し、これまでよりも広く効果
的な情報発信を図る。｛交付金】
⑩食品開削減や食の安全等に関する市民向け講
座を開催し、消費者教育の推進を図る。［交付金］
⑪水道工事等に係る悪質事業者による消費者被
害を防止するため、注意喚起チラシを作成し、様々
な機会をとらえて配布する。［交付金］

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
／／  ／／  関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解高決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 14,499 6,991 7,080 428 
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2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）
一一一一 一一一一一

活用） （強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

一一一一一一←一一 一 一一一一
（強化）

（既存） なし

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 一一一一一一 一一一

委員会） （強化）
消費生活相談のうち、法律の解釈が必要な問題や争点、が多岐にわたり複雑化しているような問題など、高度な専門知識が必要な事案について、弁護士
等の学識経験者等で組織された苦情処理委員会により解決を図る。平成27年度はl事案を付託し、委員5人による委員会開催により解決を図る。

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レへVレ777°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

（既存）
①国民生活センター研修に年間3名参加している。
②なし

⑦消費生活相談員等レヘ’ル7"J7°事業（研修参加支
援） ①同研修に参加する相談員を、既存の3名に加えて、さらに8名追加する。

（強化）
②次期PIO-NETに関し、正確・迅速な相談情報の入力・管理を行うため、研修を受講し、操作・知識の習得を図る。 13名の受講を予定。

（既存） 相談員10名で相談業務を行っている。事業者指導専任の担当者を置いていない。

＠消費生活相談体制整備事業
消費者ホットラインへの参加、堺市消費生活条例及び消費生活センターの周知等、潜在的な相談者の掘り起こしを行うことに伴う相談件数の増加に対応

（強化）
するため、相談員（1名）を増員しており、その継続雇用を実施する。
また、条例や法律に基づく調査・指導・勧告等の事業者指導を強化するため、事業者指導担当者として警察OBを1名増員しており、その継続雇用を実施
する。

①～②なし
＠啓発冊子は作成しているが、啓発機会の増加を図るため、一層の充実が必要。

（既存）
④なし
＠閲覧に供している資料の情報が古くなっており、現在の消費者をとりまく情勢や法制度に対応した資料を充実させる必要がある。
＠「堺市消費生活モニター」を設置し、商品の価絡調査や量目調査等を行っている。
⑦～⑪なし

一一一一 一一一一一一一一一



一一一－①中学生向f『，啓発冊子を購入し、市内の中学校に配布する。
〆’、

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に ②市民の消費者問題についての意識を高め、その自立を支援す4 F発講座を開催する。

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため ＠一般向け啓発冊子を作成し、啓発機会の増を図り、意識の向上

の取組） ④イイント時配布用の啓発物を購入し、市民に身近な情報発信源可 われる区民まつり等の場で配布し、消費者被害の未然防止を図る。
⑤消費生活センヲーに来所した方が閲覧等するための図書、 DVDソ： 多様な消費者問題についての学習資料を充実させる。
⑥価格調査や量目調査等を行ってしも「消費生活モニター」制度を事 ホ。ー亨ーJ制度を創設する（平成24年度に創設済）。「くらしのサホ0－ターJ

（強化） は、本市に居住する消費者に依頼し、商品の価格、量目等の調査 Tつ。
⑦訪問販売による消費者トラプルの防止を図るため、訪問販売お断 。
＠ライフステーシ胃lj消費者教育の推進を図るため、保育園・幼稚園向 斗を作成する。
＠高齢者や支援者を対象とした認知症啓発や見守り啓発等のリー： ；センターの周知・啓発情報を加えて作成し、これまでよりも広く効果的な
情報発信を図る。
⑩食品ロス削減や食の安全等に関する市民向け講座を開催し、消 t図る。
⑪水道工事等に係る悪質事業者による消費者被害を防止するたb を作成し、様々な機会をとらえて配布する。

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等）
一一一一一一一一，」 一一一一一一一←一一一一一一一

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業）
一一一一一一一一一一一一 一一一一－－－・ F 一一一一一一一一一一一一一一一

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業）
一←一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一

（強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する1,-,:1こ記載） Fヘ

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）（勤務時間、日数等の拡大）

2 人 2,860人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

2 人 7,080千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 80,097 千円

前年度の消費者行政予算 101.075 千円

うち交付金等対象経費 18,164 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 10,846 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 82,911 千円

今年度の消費者行政予算 98,774 千円

うち交付金等対象経費 14,499 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 7,080 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 84,275 千円 20年度差 ｜ 4,178 千円｜ 前年度差 ｜ 



F、 Fヘ
6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 11 人 今年度末予定 相談員総数 11 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 11 人 今年度末予定 相談員数 11 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上 。報酬単価を増額する。

＠研修参加支援 。交付金を活用し、スキルアップのための研修参加機会を増やす。

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

(' 

市町村名 岸和田市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

消－消費費生生活活セ相ン談タ窓ーニ口ュのー広ス報の、全周戸知配の強布化及のびたケめーの
①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増

5,870 
設・拡充） ブ、fレテレビによる啓発CMの作成、放送［交付金】

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
弁護士と年問委託契約の締結［交付金】 648 

活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レへVレ7-;7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レヘ’ル7-;7・事業（研修参加支 相談員のレベルアップのため、国民生活センター
396 

援） （東京都）等での研修参加支援（3名）［基金】

＠消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に ①消費者教育推進法の施行に伴う事業の開催
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため ②消費者被害防止、問題解決のための、チラシ、 1,197 
の取組） 冊子等の作成［交付金】

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑮消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 8,111 

〆・、、

272027 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

①消費生活センターに関する住民への周知に係る経費

5,870 
（センターニュース70000部X4回）

一②ケープテレビでのCM放送

648 ー委託料（年間の相談契約と研修講師費用）

396 
旅費（3人×2回）、研修費、研修参加負担金（3人×2
回）

①講座（講演会）の開催経費
1,197 一②各種啓発チラシの作成

／／  ／／  

1,197 6,518 396 



r 戸園、

2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）
①広報紙「くらしめーる」はこれまで新開折込をしていなかったが、基金を活用して新聞折込で全戸配付を23年度は2回、 24、25、26年度は 4回実

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 した。②これまで行っていなかったが、 23年度・24年度・25・26年度に地域ケーブルテレビによる啓発CMを基金を活用して放映した。
設・拡充）

-Q)面談窓一口百二層百t左手厄厨短を園りて夜害防正否啓発房王瓦I撒布ミ6C百二亙I吾祥扇じ；号｜ぎ融新聞訴がii:,i;.－：で－4面盃戸画己請する~窃ーキ目ー
（強化）

談窓口の一層の広報と周知を図り、被害防止の啓発のため、地域ケーブルテレビによる啓発CMの作成・放送を引き続き実施する。

＠消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存） これまで、契約を締結しなかったが、 23年度、 24年度、 25年度、 26年度に基金を活用して弁護士と年問委託契約を締結。

活用） （強化） 専門的知識を有する弁護士を活用し、角度に専門的な消費生活相談への対応力を強化するため、引き続き契約を締結する。

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会）
一一一一一 一一一一一一一一一一一←ー，一一一一一一一一一

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー一一一
（強化）

⑥消費生活相談員等レへVレ7"!7°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

（既存）
平成20年度までは近隣府県で開催される宿泊を伴わない研修や講座にのみ参加。 21年度から26年度までは、基金を活用して国民生活センター等で開

⑦消費生活相談員等レヘVレアップ事業（研修参加支 催される研修会に参加。
援） 近隣府県での研修等に加え、国民生活センター等で開催される研修に相談員3名が年2回以上参加できるよう引き続き支援する。また、大阪府が開催す

（強化）
る消費生活相談員レベルアップ事業の研修会に参加で、きるよう号｜き続き支援する。

＠消費生活相談体制整備事業
（既存）

-G副E了
①21年度から24年度は基金を活用して既存の事業以外に研修会を開催した。

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
②これまで作成しなかったが、 23年度に小学生（24年度5・6年生）用、 24年度に中学生、高校生局副読本を作成した。また、これまで作成しなかったが、
23年度に啓発チラシを新聞折込で、 23年度に3回、 24年度lこ1回作成・全戸配布した。 ③25年度から消費者

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 教育推進法に伴う講座を開催。 26年度は映画会を実施。悪質商法から守る啓発ポスターを作成。
の取組）

（強化）
①消費者教育推進法の施行に伴い、行動する「消費者市民J育成の為の事業を継続する。②消費者被害防止のための啓発用チラシ、冊子等を作成す
る。

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化

（既存）

を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）
一 一 一 一 一 一 一 一 一一

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当す者（きに記載）
／ー、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

（勤務時間、日数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 17,430 千円

前年度の消費者行政予算 26,479 千円

うち交付金等対象経費 8,866 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 。
うち交付金等対象外経費 17,613 千円

今年度の消費者行政予算 26,786 千円

うち交付金等対象経費 8,111 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 18,675 千円 同 5 千円｜ 前年度差 ｜ 川 2 千円｜



f『
ノ画、

6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 3 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 3 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

＠研修参加支援 。国民生活センター等での研修参加支援。相談員3名×2回

＠就労環境の向上

④その他

8. 地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第~Iこ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

r' 

市町村名 豊中市

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レへVレ717°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レイル717°事業（研修参加支
国民生活センター研修等への参加支援［基金1

援）

③消費生活相談体制整備事業

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
①地域向け啓発事業

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
②若年層肉け出前講座事業 【交付金】

の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化 ①地域との連携による啓発事業【交付金1
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑮消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

自治体コード

事業経費

216 
／ 

E 

1,956 

／ 

173 

／ 

2,34ち
． 

F町、

272035 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

216 
費用弁償（管外2回・管内15回）・旅費（管外2回・管内10
回）・負担金

／ 

①消耗品費（悪質な訪問販売・買取りお断りシール

1,956 
5,000枚）負、委担託金料（豊（豊中中ままつつりブり企ー画ス運出営店委）広託告）料（うちわ
3,000本）
②謝礼金（若年層向け出前講座講師謝礼金56因）消

／ 耗品費（啓発リーフレット5,500部）

印刷製本費（自治会向け啓発ポスター4,300部、介護事
173 業者連絡会等向けパンフレット2,000部）

／ 

／／  ／ ／  

2,129 216 
ノ ／ 

， 
／ 



r町、 戸、
2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談員等レへVレ717°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レヘコレ.7,7•事業（研修参加支 （既存） 国民生活センター（相談員1人、職員1人）及び大阪府への研修参加旅費を支援している。

援） （強化） 国民生活センター及び府への研修参加旅費を増額し、機会を増やしてレベルアップに資するものである。

＠消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） ①当市最大のイベント（豊中まつり）啓発ブースの実績なし。悪質な訪問販売・買取りお断りシール配布実績なし②若年層向け出前講座実績なし

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため ①当市最大のイベント「豊中まつりJに啓発用ブースを設け市民への啓発を図る。悪質な訪問販売・買取りお断りシール配布。②若年層向け出前講座実
の取組） （強化）

施及び啓発リーフレット配布

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） 自治会向け啓発ポスターや、介護事業者連絡会向けパンフレット配布実績なし。
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化） 自治会や、介護事業者連絡会等向け啓発用ポスター、パンフレットを配布し、啓発を図る。

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に L既存）
関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3 消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すると「閣載）
戸、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

（勤務時間、回数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 57,474 千円

前年度の消費者行政予算 67,030 千円

うち交付金等対象経費 2,402 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 64,628 千円

今年度の消費者行政予算 73,590 千円

うち交付金等対象経費 2,345 /'f-円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 71,245 千円 20年度差 ｜ 13,771 千円｜ 前年度差 ｜ 6,617 千円｜



r、 戸、
6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 7 人 今年度末予定 相談員総数 7 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 7 人 今年度末予定 相談員数 7 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。消費生活相談員スキノレアップ研修の参加支援をし、能力開発を図る。

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府 市町村名 池田市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メ＝ュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
消費生活相談参考図書、啓発パンフレットの購入
啓発パンフレット配架用パンフレットスタンドの購入 176 設・拡充）
［交付金］

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
弁護士との相談業務委託｛交付金】 618 活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レヘコレ7-;7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへ＇iv7-;7・事業（研修参加支 ！咽献貝Uノレ ＇IVノ Yノ官民JQ／』~－－’明 E’P冨多少／JUλ

援） l毘島市 351 

③消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に 消費生活センター周知用グッズ、草書発シールの作
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 成及び小・中学生、 PTA会員を対象とする啓発講 1.533 
の取組｝ 座・講演会の開催［交付金1
⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消モ費デ者ル問性題の解高決カの強化に
関する事業（先進性・ 高い事業）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 2,678 

272043 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

図書購入；24,000円、啓発パンフレット購入，81,000円
176 パンフレットスタンド購入；71,000円

618 顧問弁護士契約に基づく相談業務委託料；618,000円

研修会参加旅費；51回 329,000円
351 研修会参加負担金；6回 22,000円

周知グッズの作成；670,000円
1,533 啓発シールの作成；367,000円

講座・講演会講師謝金；496,000円

／／  

1,709 618 351 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存） 消費生活のトラブル解決・対応に向けて参考となる書籍等を購入し、広く市民の閲覧に供している。
設・拡充） （強化） トラブノレのケースも多種・多岐に渡るようになったことに対応するため、新たな図書とパンフレット等の配架台を購入し、市民に最新の情報を供する。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存） 平成21年度より本事業を活用して顧問弁護士契約を行い、随時、相談事例の法的な解釈・対応を行っている。

活用） （強化） 引き続き顧問弁護士契約を締結することにより、法的な後ろ盾を持って相談の処理に望むことができる。

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘ．ル7-;7＇事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへVレ7-;7＇事業（研修参加支 （既存） 大阪府や国民生活センター等が実施する研修会・勉強会への参加を奨励し、支援を行なっている。

援） （強化） 多種・多様な研修を受講することにより、複雑・多岐に渡る最新のトラブルへの対応能力の向上も含め、相談員のより一層のレベルアップを図る。

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） 出前講座の実施や広報誌を通じての啓発、啓発グ、ツズ・チラシの配布等により問題解決能力の向上に努めている。
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

センターの更なる周知を図るとともに、消費生活トラブ．ル未然防止に向けて、引き続き小・中学生を対象に外部から講師を招き出前講座を実施する。の取組） （強化）

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地犠社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）｛勤務時間、日数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 11,581 千円

前年度の消費者行政予算 12,964 千円

うち交付金等対象経費 1,674 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 一千円

うち先駆的事業 一千円

うち交付金等対象外経費 11,290 千円

今年度の消費者行政予算 13,759 千円

うち交付金等対象経費 2,678 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 11.081 千円 20年度差 ｜ -500 千円｜ 前年度差 ｜ 引 9 千円｜



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 4 人 今年度末予定 相談員総数 4 人

i うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 一人 今年度末予定 相談員数 ー 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 4 人 今年度末予定 相談員数 4 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 ー人 今年度末予定 相談員数 一人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。大阪府や国民生活センター等が実施する研修会等への参加負担金や旅費を支給する。

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

,,,......_ 

市町村名 吹田市

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の 消費生活相談への対応力を強化するための事業
活用） （顧問弁護士）［交付金］

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへVレ7-:;7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへ’ル7-:;7°事業（研修参加支 国民生活センター研修等への相談員等のレベル
援） アップのための研修参加事業［基金］

③消費生活相談体制整備事業

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
市民への消費生活センター周知のための全戸配

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
布［交付金］

の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
隠する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデ、ル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

戸、

自治体コード 272051 ｜平成 27 年度l

（単位：千円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

648 648 
消費生活相談の処理に関する弁護士への法律相談業
務委託料

393 393 研修参加に必要な旅費・参加負担金・教材費

1,550 1,550 リーフレット作成及び配付に関する経費

／ ／  ／／  

2,591 1,550 648 393 



f『
戸、

2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存） 相談員が電話で顧問弁護士から随時アドバイスを受けることがで、きる事業は行っていない

活用） （強化） 相談員が両度な相談を受けたときに、弁護士から随時アドバイスを受ける（月額54,000円×12か月＝648,000円）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レイルアップ事業（研修関催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レ〈ル7'J7°事業（研修参加支 （既存） 国民生活センターの専門・事例講座に年間1名参加している（課に割り当てられる市の研修予算の範囲内）

援） （強化） 国民生活センター研修等に相談員6名全員と消費者行政職員が参加する

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

（既存） 一般向けの出前講座（要請があれば出向いている）

の取組） （強化） 市民へ消費生活センター業務内容等を記載したリーフレットを全戸配付することにより、消費生活に関する問題解決カの強化を図る

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化

（既存）

を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデノレ性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すf孟！こ記載）
F町、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）（勤務時間、回数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 24,084 千円

前年度の消費者行政予算 32,083 千円

うち交付金等対象経費 2,976 千円

うち交付金等対象の賃料、大件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 29,107 千円

今年度の消費者行政予算 27,903 千円

うち交付金等対象経費 2,591 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 25,312 千円 20年度差 ｜ 1,228 千円｜ 前年度差 ｜ 一弘795 千円｜



(' 戸ヘ
6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 6 人 今年度末予定 相談員総数 6 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 6 人 今年度末予定 相談員数 6 入

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

＼ 

＠就労環境の向上

＠その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

大阪府 市町村名 ード 272060 ｜平成 27 年度｜

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

交付金等対象経費

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
執務参考図書等購入による機能の充実【交付金I 90 70 ー執務参考資料費、消耗品費

設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の 消費生活センターにおいて弁護士と委託契約を
794 794 一委託料活用） 締結【交付金］

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへ．ル7._,7•事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへ・1v7-;7＇.事業（研修参加支
消費生活相談員を研修に派遣【基金］ 62 10 旅費、費用弁償

援）

③消費生活相談体制整備事業 消費生活相談員をl名採用［交付金I 3,392 1,091 一報酬、通勤旅費

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に 消費者被害の未然防止・拡大防止を図るための
関する事業｛消費者の安心・安全を確保するため 市民向け講座の開催、啓発物品等の作成［交付 409 409 ー講師謝礼、啓発物品費
の取組） 金］

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
／ ／  ／／  関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 4,747 479 1,885 10 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存） 消費生活相談コーナーとして運営

設・拡充） （強化） 消費生活センターの機能の充実を図るため、執務参考資料などを購入する

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存） なし

活用） （強化） 消費生活相談の複雑化・両度化に対応するため、消費生活センターにおいて弁護士と委託契約する

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会 （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘコレ7._,7•事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レヘコレ7-17•事業（研修参加支 （既存） 年間延べ20回程度研修に参加

援） （強化） 消費生活相談員の研修参加をさらに支援する

③消費生活相談体制整備事業
（既存） 非常勤相談員2名体制により消費生活相談コーナーとして運営

（強化） 非常勤相談員を1名採用（平成22年度採用）、複雑化・高度化する消費生活相談に対応

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） なし
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組） （強化） 地域消費者リ｝ダー養成講座を年3回開催（平成21年度から）／消費者被害を未然防止するための啓発物品の作成

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決い事力業の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデノレ性の高 ） ｛強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）｛勤務時問、回数等の拡大）

1人 468人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

1人 1,091千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 2,574 千円

前年度の消費者行政予算 4,862 千円

うち交付金等対象経費 2,546 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,066 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 2,316 千円

今年度の消費者行政予算 4,748 千円

うち交付金等対象経費 2,374 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,091 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 2,374 千円 2畔度差 ｜ 00 千円l前年度差 ｜ 58 千円｜



6.消費生活相談員の田置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 3 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 3 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。
③就労漂境の向上

＠その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府 市町村名

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
消費生活専門相談会の実施（弁護士同席で、相
談員のスキルアップとして位置づけ無料法律相談

活用）
を実施する。）［交付金】

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへ＇fJ,777＂事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへVレア＂｝7°事業（研修参加支 i旬p開 vンtタE，ー！マユ及びー府開’催V ／の：研／／修官会ご阻剖等’pにtι参o<ノ加、巨ヨ［基i;;::i::. 
援）

③消費生活相談体制整備事業 消費生活相談の体制強化【交付金］

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
消費者トラブルの未然防止・拡大防止に向けた、

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
教育啓発・情報提供等の取組み強化 I交付金】

の取組）

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に
被害の多発している特殊詐欺の撲滅に向けて、警

関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
察、近隣自治体等と連携した啓発活動［交付金］

を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に 消費者教育の推進のためのネットワーク強化、人
関する事業（先駆的事業） 材の育成 I交付金】
⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

ード 27202 ｜平成 27 年度｜

（単位：干円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度
補26正年予度算 基金

対象経費

本予算

752 752 弁護士の派遣経費24因分（月2回×12ヶ月）

312 312 
東京等宿泊研修会（4回）及び府・弁護士会・法人等が開
催する近隣研修会（25回）の参加旅費・研修会負担金

3,136 3,136 1名培員の相談員の報酬（報酬・時間外手当・社会保険
料）

く消耗品費＞冊子（2,000枚｝・カレンダー（3,000枚）10,703 1,123 9,580 
く広告費＞市営パス啓発広告掲出

く委託料〉悪質商法等被害防止キャンベーン（啓発イ7,361 7,361 
ベント、啓発新聞全戸配布、啓発グッズ作成等）

4,688 4,688 ／／  ／／  く委託料〉消費者教育推進事業（関係者研究会・研修
等開催、教材購入等）

26,952 13,172 13,468 312 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・場 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
（既存） 無し

活用） （強化）
平成22年度より基金を活用して、消費生活に関する弁護士相談会（月2回、午後1時30分～午後4時30分）を実施しているが、市民ニーズも高いため継
続して実施する。また、相談員の更なる技術力強化を図るために相談員が同席し、スキルアップを図る。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会）
・ 一一，一ー

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レへVレ717°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへコレア17°事業（研修参加支 （既存） 国民生活センター開催の研修会に1名参加

援） （強化） 国民生活センター開催及び府開催の研修会等lこ4名参加

（既存） 4名配置（平成21年度末）

③消費生活相談体制整備事業
（強化）

相談内容が複雑化・多様化し、 l件の相談に対応する時間が増加している。その中においても、迅速かっ適切な対応、また、 PIO-NET入力時間を短縮す
ることによる、消費者庁への情報通知の迅速化が必要である。そのため、4名配置している相談員をl名増員し、 5名配置とする。

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
公民館等に配布している消費生活センターニュース「消費者ひろばj等を活用して、消費生活センターの周知を図る、また、消費生活トラブノレの未然防止

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
を呼びかけているが、高齢者等の悪質商法被害は一向に減らない。

の取組） （強化） 消費者トラブルの被害防止に向け、啓発効果の高い市営パスに広告を掲出するとともに、啓発冊子やリーフレットを活用して、センターの周知活動を強化
する。

q関sする：事た社め業会の（に地事お域業けの）る多消様費な者主問体題等解ど決のカ連の携強の化強に化 （既存） 無し（消費者トラブ／レや悪質業者による被害が多発しているが、それぞれの機関や団体が単独で活動している。

を図るため （強化） 警察・消費生活センター・地域自治体等と連携し、啓発グッズやキャラクターを周いて、悪質商法被害防止にむけた啓発発動を行う。

⑪地域る事社業会（に事お業け者る指消導費や者法問執題行解等決）力の強化に
（既存）

関す ｛強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存） 消費者教育については認知度が低く、取組もほとんど進んでいない。

関する事業（先駆的事業） （強化） 人材育成や、関係する機関での研究会開催によるネットワーク強化等、国のイメージマYプに沿って消費者教育推進事業の具体化を図る。

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相譲員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総回数 人目 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）｛勤務時間、日数等の拡大）

l人 人時間／年

対象人員数
（報酬号｜上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

l人 3,136千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 16,826 千円

前年度の消費者行政予算 45,621 千円

うち交付金等対象経費 25,146 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,027 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 3,780 千円

うち交付金等対象外経費 20,475 千円

今年度の消費者行政予算 46,965 千円

うち交付金等対象経費 26,952 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,136 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 4,688 千円

うち交付金等対象外経費 20,013 千円 20年度差 ｜ 丸187 千円｜ 前年度差 ｜ -462 千円｜



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 5 人 今年度末予定 相談員総数 5 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 5 人 今年度末予定 相談員数 5 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。相談員の更なるレベルアップを図るために、国民生活センター及び府開催の研修会等に参
加するために必要な交通費・研修費・教材費を支援する。

③就労環境の向上

＠その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 ｜ 有

前年度における雇止めの有無 ｜ 無



自治体名 高槻市雄！

O実施要領及び運営要領別添lメニュー6「地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業J

事業の名称 事業区分 事業概要 支出予定額（千円） 関連事業の有無 備考

地域社会における消費者問題解 消費者トフプルの未然防止・拡大防止に向けた、教育啓発・情 9,580 無し
決力の強化に関する事業

① 
報提供等の取組み強化

（消費者の安心・安全を確保するた （冊子（2,000枚）・カレンダー（3,000枚）の作成及び配布、市営パ
めの取組） ス啓発広告掲出）

地域社会における消費者問題解 被害の多発している特殊詐欺の撲滅に向けて、警察、近隣自 7,361 無し
決力の強化に関する事業

② 
治体等と連携した啓発活動

（地域の多様な主体等との連携の （悪質商法等被害防止キャンペーン（啓発イベント、啓発新聞全
強化を図るための事業） 戸配布、啓発グッズ、作成等））

計 16,941 

※メニュー6において実施する500万円以上の事業についてご記入くださb、。





市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

rヘ

市町村名 貝塚市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへVレ7"17°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レイル7"!7°事業（研修参加支 国民生活センターなどが開催する研修への参加を
197 

援） 支援 I基金】

③消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に 青年層・両齢者層を対象とした消費者教育、及び
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 啓発物品の作成配布。放射性物質検査機器メン 1,047 
の取組） テナンス。［交付金］

⑮地域社会にお．ける消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 1,244 

Fヘ

272086 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

197 
相談員3名、職員1名が国民生活センターなどが開催す
る研修会へ参加するための旅費・参加費

消費生活センターのチラシ・啓発用品の作成や配布、
250 797 放射性物質検査機器のメンテナンス費用。

／／  

250 797 197 



0 
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2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）
‘ 

活用） （強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レイルアップ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レヘール717°事業（研修参加支 （既存） 国民生活センターなど、が開催する研修会への参加を支援しλ相談員のレベルアップを図る。

援） （強化）
国民土ヒT百~アヲ ，，にとじ失地ヲ Q句t1！$へV.）；疹／JU＂＜！：＂又援し、何故貝 V.)17へ／レノツノ乞区lり、 f日 成 来 初（｝.） 拶Jとし、 J醇苛有V.）：女2三・女心t」ラlさ続さ合号ヲ
｜ス

＠消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

I広報かいづかJの偶数月号にて消費者啓発情報を提供し、毎年12月号では1ページ特集記事で相談事例等を紹介、消費生活センターの周知と消費者

（既存）
啓発情報の提供を実施。小中学校への講座、新成人・高齢者向けの資料配布などの啓発。市民向けとしての社会見学ツアーを実施。若年層、高齢者等

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に を中心に啓発資料・グッズ等を作成し、啓発に努め、 26年度には市内の街業施設等に消費生活センターのパンフレットスタンドを設置。また、放射性物質
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 検査機器の貸与を受け、保育所・小学校給食の検査を実施し消費者の安全・安心の確保に努める。
の取組）

小中学校への講座、高齢者向けの資料配布などの啓発。引き続き若年層、高齢者等を中心に啓発資料・グッズ等を作成し、消費者トラブノレ防止に努め
（強化）

る。また、引き続き放射性物質検査機器の貸与を受け、保育所・小学校給食の検査を実施し消費者の安全・安心の確保に努める。

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すぎ（きに記載）
，・町、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

（勤務時間、日数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 6,491 千円

前年度の消費者行政予算 9,803 千円

うち交付金等対象経費 3,464 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 6,339 千円

今年度の消費者行政予算 干，543 千円

うち交付金等対象経費 1,244 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 6,299 千円 20年度差 ｜ 一192 千円｜ 前年度差 ｜ -40 千円｜



「＼ 戸ヘ
6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 3 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 3 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。国民生活センターなどが開催する研修会への参加する。

③就労環境の向上

＠その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 ｜ 有

前年度における雇止めの有無 ｜ 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

／『

市町村名 守口市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・場
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の 消費生活相談の複雑化・両度化に対応するため、
648 

活用） 弁護士を活用する

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レイル7-;7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへVレ7-;7°事業（研修参加支 消費者行政従事者のレベルアップを図るため、研
195 

援） 修への参加支援を行う

③消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
消費者被害の未然防止のため、消費者啓発講座

1,324 関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の開催と啓発用物品の配布を行う。

の取組）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 2,167 

~ 

272094 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

648 消費者問題等弁護士相談業務

195 消費生活相談員等研修講座への参加（4回）

講師謝金・交通費等（講座1回分）くらしの豆知識
(1,500冊）・啓発用パンフレット（4,100枚）・啓発用グッズ

1,324 （シャーペン500本、エコバッグ500枚、防犯カバー1000
枚）・消費者啓発講座周知の為のチラシ1520枚・消費者
啓発講座の資料作成の為の消耗品等

／／  ／／  

1,324 648 195 



{' 
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2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存） 角度に専門的な消費生活相談は市の法律相談等を案内している。

活用） （強化） 消費生活相談の複雑化・角度化に対応するため、弁護士を活用し、消費生活相談への対応力を強化する。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レへ’ル717°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レベルアップ事業（研修参加支 （既存） 消費生活相談員研修・専門事例講座への参加支援を行っている。

援） （強化） 消費者行政に従事する者の資質向上を図るため、基金を活用することで更に研修参加への支援を行う。

＠消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
（既存） 消費生活相談員による出前講座開催。平成23年度より国民生活センター発刊のくらしの豆知識を消費生活センター及び各公共胞設に配備。

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 有識者による講座の開催により、幅広い見識からの消費者啓発活動が可能になる。くらしの豆知識については、平成27年度も各施設に配備し、啓発活動に努める。啓発芹
の取組） （強化） 等を活用し出前講座等をより充実したものにする。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデ‘ル性の高い事業） 一一一
（強化）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3 消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する「に記載）
戸、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）
（勤務時間、日数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 65,653 千円

前年度ーの消費者行政予算 37,361 千円

うち交付金等対象経費 2,187 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円・

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 35,174 千円

今年度の消費者行政予算 40,816 千円

うち交付金等対象経費 2,167 千円 ／ 
うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 38,649 千円 20年度差 ｜ -27,004 千円｜ 前年度差 ｜ 丸仰千円l
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6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 3 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 3 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。消費生活相談員等研修講座への参加（4回分）

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無



市町村事業計画様式
I"'"' 

戸、

0.基本データ

｜ 都道府県名 大阪府 市町村名 枚方市 自治体コード 027210 ｜平成 27 年度｜

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

交付金等対象経費

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費 27年度 26年度 対象経費

本予算 ー補正予算 基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
公共交通機関での看板、公用車等によるセンター

需用費（印刷製本費）、委託料、備品購入費周知事業。誘導用電照看板設置。高齢者・障がい 1,826 1,223 603 
設・拡充）

者相談対応力強化機器等の購入。 【交付金］

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レへ’ル7-;7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへ．ル7-;7°事業（研修参加支 相談員の国民生活センタ 主催研修などへの参
276 276 旅費、研修参加負担金

援） 加支援。 ［基金】

＠消費生活相談体制整備事業

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に 演字校会等開催への、地消域費啓者発教リ育ー支ダ援ー、等市へ民の向啓け発大活規動模教講
5,260 4,260 1,000 報償費、需用費（消耗品費、印刷製本費）、備品購入費関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

材の配布、啓発グッズの作成、教材購入等。 ［交の取組）
付金］

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に ／／  ／／  関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデ、ル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

.g、量ロ」lI- 7,362 5,483 1,603 276 
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2.ー推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存） 被害防止及び早期相談に繋げるため、センターの活用を促すCMや所在等周知のさらなる強化が必要。市の東部を走る公共交通機関が媒体として未活

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 用。身体的にハンディを持つ高齢者や障がい者などの相談に対応するための機器がない。

設・拡充）
（強化）

駅看板、公用車等による活用促進といった複数媒体でのPR実施し、被害防止・早期相談へ誘導強化する。また、 PR未強化地域等への強化をはかること
で潜在需要の掘起しを図る。高齢者等会話支援機器を導入し、センターとしての高齢者・障がい者への対応力を強化する。

＠消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）
活用） （強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）
委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘVレ7~プ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レヘVレ777＂事業（研修参加支
（既存） 国民生活センター主催の研修への参加支援（1名分の旅費等を支援）

援） （強化）
国民生活センター主催の研修への参加支援を僧ゃい全ての相談員が年度内に1回は参加できるようにすること。また、その他公的機関が実施する研修
等への参加支援（旅費・負担金）で、相談員の力量強化する。

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
定た啓期発的な大規模講演会の実施なし。備付けの講座用教材は特になし、地域啓発リーダーや地域コミュニティが啓発を行うための教材はセンターが印刷し

紙のみ、地域との連携をはかるためのグッズの提供実績なし。
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 教育委員会と連携協議し義務教育段階の消費者教育を支援することで、消費者教育の推進をはかる。大規模な消費者教育講演会等を実施することで、の取組） （強化） 市目民向け4 4の・消費者教育・啓発の機会提供を強化する。情報冊子や啓発グッズを作成・配布すること及び教材等を配備することで、地域啓発、地域連携や

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消モ費デ者ル問性題の解高決い力の強化に （既存）
関する事業（先進性・ 商事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）
定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すぞ（きに記載）
戸、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）
（勤務時間、日数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 29,926 千円

前年度の消費者行政予算 42,338 千円

うち交付金等対象経費 12,404 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 29,934 千円

今年度の消費者行政予算 39,261 千円

うち交付金等対象経費 7,362 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 31,899 千円 20年度差 ｜ 1,973 千円｜ 前年度差 ｜ 開 5 千円｜
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6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 5 人 今年度末予定 相談員総数 6 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 ー人 今年度末予定 相談員数 ー人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 5 人 今年度末予定 相談員数 6 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 ー人 今年度末予定 相談員数 ー人

.7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。国民生活センター主催等の研修への参加支援（旅費、参加負担金）

＠就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第2に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

o.基本データ

都道府県名 大阪府

p 、

市町村名 茨木市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・場
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レベル7-;7°事業（研修開催）

複雑・多様化する相談内容について、常に新しい
⑦消費生活相談員等レベルアップ事業（研修参加支 情報を習得するために研修会に参加しレベルアッ

641 
援） プを図る。

［基金］

＠消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため センターの周知拡大I交付金】 519 
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく、法
定受託事務

A口、き則」」 1,160 

戸『、

272116 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度 対象経費

本予算 補正予算
基金

国セン主催レベルアップ研修会（宿泊）・350,320

485 
管内管外レベルアップ研修会（日帰り） :60,000 
国セン行政職員研修会（宿泊） :42,400 
レベルアップ研修会（負担金） :32,000 

519 路線パス車内放送啓発（519,000)

／ ／  

519 485 

,,.-

λ oo~乙
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2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定H寺の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・潜
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

（既存）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）｜ 一一←

、（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理｜（既存）
委員会） r＜面6 ←一一

（既存）
⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支媛）

ヒ
一
存

強
一
既

⑥消費生活相談員等レへ＇1v717。事業（研修開催）
（強化）

⑦消費生活相談員等レヘツレアップ事業（研修参加l支｜（既存） Ii翠民生活センター開催の研修に参加支援。府主催等の研修に参加l支援。

援） r ＜由化YI主ヒ国戻生活セシター孟躍のf,ir:11~会舎に参Jinl,－，，，ベ／レアップを千おまえ←郁二者ーへの基礎能力｜向上を廊。
（既存）

③消費生活相談体制整備事業
）
 

レ
u

，d
l
 

ふ虫
吋
円
吋
J（
 

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に｜（既存）｜平成2：~年度から路線ノくス内放送でセンターの同知を行う。センターの潟知のためのネーム入り啓発物品購入。
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため｜ 一一｜一一一ー
の取組） ｜（強化）｜路線ノtス内でセンターの周知1：；）と行ってU、るが、センターの周知が十分に行えていないため、引き続き強化していくために広告を行う。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に｜（既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化｜
を図るための事業） ｜（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に｜（既存）
関する事業（事業者指導や法執行等） i-（強化了一一 一 ー一一 一 一

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に｜（既存）

関する事業（先駆的事業） 1(5釘ヒ了一一

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に｜（既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） ｜（釘~5T

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法｜（既存）

定受託事務 ｜（強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すど（合に記載）
戸、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総H 人目

4 消費生活相談体制整備事選（該当する場合に記載）

対象人員数 迫力H的総業務量（総時間）
（勤務時間、日数等の鉱大｝

人 人時間／年

対象人員数

（報酬引上げ）

人

対象人員数割 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 23,883 千円

前年度の消費者行政予算 21,819 千円

うち交付金等対象経費 1,013 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 20,806 千円

今年度の消費者行政予算 21,545 千円

うち交付金等対象経費 1,004 千円 .,. .. 
／ 

匂，、、

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 20,541 千円 20年度差 ｜ -3,342 千円｜ 前年度差 ｜ 
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6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 5 人 今年度末予定 相談員総数 5 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 5 ノ＼ 今年度末予定 相談員数 5 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

． 
②研修参加支援 o, 国セン、府のレベルアップ研修会等への100%参加を継続支援している。

＠就労環皮の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金菅理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 主張



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

(' 

市町村名 八尾市

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへVレア、"17.事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レヘVレ777°事業（研修参加支 消費生活相談員等の研修参加、研究発表会等へ
援） の参加支援

③消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 消費者被害防止のための啓発活動
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

戸、

272124 ｜平成 27 年度 l

（単位：千円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

199 ・199 旅費、研修費等（宿泊：2回、日帰り管外1回、管内26

／ 回）、負担金（宿泊：2回、日帰り管外l回）

／ 

I教育・啓発用消耗品】啓発用冊子：7千冊
1,030 1,030 

［委託料］消費者教育講座開催委託
／ ／ 

／ 

／ ／  ／／  

1,229 1,030 199 

， ／ , 
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2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

一一－一ー一一 一一一
（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会）
一一一一一一一 一一一一

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

一一一 一一
（強化）

⑥消費生活相談員等レベルアップ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへVレ7・17°事業（研修参加支
（既存） 国民生活センター等の研修に、相談員または行政職員が1回参加。

援） （強化）
国民生活センター主催の務官やその他相談員等のレベルアップに資する研修やイベント等に、相談員及び行政職員がより多く参加できるよう旅費等を支
＊＇ロ与。

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） 啓発活動のための設備等については、予算の範囲内で執行する。
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組） （強化） 出張講座や各種消費者教育講座で使用する配布用啓発冊子を作成するとともに、消費者教育講座を消費者団体に委託して開催する。

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）
一一一一一一一

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑪消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



／『、 戸、
3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する切合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

｛勤務時間、回数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数

（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 7,752 千円

前年度の消費者行政予算 16,035 千円

うち交付金等対象経費 1,632 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 一千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 14,403 千円

今年度の消費者行政予算 20,216 千円

うち交付金等対象経費 1.229 千円 ／ 
うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 18,987 千円 20年度差 ｜ 11,235 千円｜ 前年度差 ｜ 4,584 千円｜



(" 戸画、

6.消費生活相談員のE置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 3 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 3 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。相談員研修参加のための旅費等支援

＠就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無
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大阪府 市町村名 泉佐野市 自治体コード 02721 ｜平成 27 年度｜

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

交付金等対象経費

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費 27年度 26年度 対象経費

本予算 補正予算
基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品ァス
ト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レヘ’Iレ7'17°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レヘツレ7'17°事業（研修参加
相談員の研修参加支援 198 198 研修旅費、参加負担金

支援）

③消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化
消費者の安心・安全確保のための啓発講座の実

12,628 11,876 752 
消費者啓発講座、消費者教育巡回啓発ショーの開催、

に関する事業（消費者の安心・安全を確保するた
施 消費啓発動画制作

めの取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（地域の多様な主体等との連携の
強化を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化
に関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化 風評被害防止のため、消費者と被災地の生産者 8,999 8,999 ／／  ／／  風評被害防止のためのイベント開催
に関する事業（先駆的事業） との交流を図るイベントの開催

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化
に関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 21,825 20,875 752 198 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充）
（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス （既存）

ト） （強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘVレ7'J7°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

（既存） 弁護士との事例研究など特定の研修参加のみ旅費を支給。その他の研修等は相談員が自費で参加。

府、近隣府県及び東尽で開催される相談員のレベルアップ研修等に参加できるよう旅費を支給。

⑦消費生活相談員等レヘーIレ7'J7°事業（研修参加 府レベルアップ事業＠1,540×6回＝9,240円、＠1,580×2回＝3,160円、

支援） （強化）
国セン研修相模原3回 113,770円、岡山l回 24,900円、金沢1回 28,000円
その他研修＠1,540×I回＝1,540円、＠l,580×2回＝3,160円、＠1,660×2回＝3,320円、新バイオネット研修＠l,540×2回＝3,080円 合計20回
研修参加負担金＠l,900×l回＝l,900円、＠2,850×2回＝5,700円

註197,770目

＠消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

（既存） 年3回消費者啓発講座を実施。

消費者の安心・安全を確保するための啓発講座、消費者教育を推進するための巡回啓発ショーの開催。消費者啓発強化のため動画を制作
啓発講座のための会場使用料＠32,100×1=32,100円＠1,600×2=3,200円エブ‘ノ泉の森付属設備使用料＠6,600×1=6,600円、
啓発講座にかかる講師謝金＠702,000×1=702,000円＠18,000×2=36,000円、啓発講座開催時の手話通訳謝金＠7,000×2人＝14,000円、
小中学校巡回啓発ショー18校 3,693,600円、消費啓発動画制作4,998,240円
啓発図書8種目，796円
ハンズフリー拡声器＠19,980×2=39,960円、ビデオカメラ＠85,633×1==85,633円、

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化
リソグラフ用インク黒（10個）28,350円マスタ－（6個）90,520円、
カラーレーザープリンター用カラー（20個）525,680円黒（10個）273,672円カラードラムユニット（2個）109,468円黒ドラムユニット（2個）48,600円

に関する事業（消費者の安心・安全を確保するた 廃トナーボトfレ（3個）4,241円
めの取組） （強化）

大判プリンター用インク（20個）428,113円メンテナンスタンク（2個）9,331円ペーパーカッター替刃（1本）11,674円、
プリンター用インク（キャノン5色マルチパック） (4個）15,016円、
カラーPPC用紙 A3(500枚×2包）3,888円 A4(500枚×10包）10,800円、再生PPC用紙 A4(500枚×l包）1,825円、
大型プリンターローノレ紙マット紙（5本）40,865円普通紙（3本）15,064円、のり付パネノレ（Al・5凹・10枚）75,276円、
くらしの豆知識＠270×500×1.08=145,800円、既成品啓発パンフ＠67×1,000×1.08=72,360円＠67×1,000×1.08=72,360円＠224×1,000×
1.08=241,920円
啓発グッズオリジナルノート＠42.5×9,000×1.08=413,100円シャープペンシル＠112.5×2,000×1.08=243,000円ウェットシート＠55.9×2,000
×l.08=120,744円

註12,628,796目

0 。



⑩地域社会における消費者問題解決カの強化 （既存） r r 、
に関する事業（地域の多様な主体等との連携の 一 一 一 胃一一』

強化を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化 （既存）

に関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

（既存） 風評被害防止のため、消費者と被災地の生産者との交流を図るイベントを開催。

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化
風評被害防止のため、消費者と被災地の生産者との交流を図るイベントの開催。に関する事業（先駆的事業） （強化）

言士 8,998,560田

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化 （既存）
に関する事業（先進性・モデ‘／レ性の高い事業） （強化）

一一一一一一一一一ー

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）
ー一一

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総E 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

（勤務時間、回数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数

（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 7,217 千円

前年度の消費者行政予算 32,376 千円

うち交付金等対象経費 25,506 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 547 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 9,000 千円

うち交付金等対象外経費 6,870 千円

今年度の消費者行政予算 30,442 千円

うち交付金等対象経費 21,825 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 9,000 千円

うち交付金等対象外経費 8,617 千円 20年度差 ｜ 1,400 千円｜ 前年度差 ｜ 

(¥  

v つ



f「 戸、
6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 5 人 今年度末予定 相談員総数 5 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 5 人 今年度末予定 相談員数 5 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。研修参加のための旅費を支給する

＠就労環境の向上

＠その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



c ぐごう
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O実施要領及び運営要領別添1メニュー6「地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業J

事業の名称、 事業区分 事業概要 支出予定額（千円） 関連事業の有無 備考

風評被害防止のためのイベント 東日本大震災後、当市としては職員を派遣するなどの支援を H26年度：3月開催
継続しているところで、すが、被災地の復興の妨げとなる風評被 イベント回数：1回

④ 害が今もなおの残っている中で、風評被害防止のため、消費 8,999 無 開催時期：12月中旬頃
者と被災地の生産者との交流を図るイベントを開催する。 までに開催予定

計 8,999 

※メニュー6において実施する500万円以上の事業についてご、記入ください。
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市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

{' 

市町村名 富田林市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 消費者相談広域連携（太子町・河南町・千早赤阪
254 

設・拡充） 村）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レイル777°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レヘVレ777°事業（研修参加支
相談員、行政職員の研修参加費 133 

援）

③消費生活相談体制整備事業
日給制から月給制に変更、相談日及び勤務時間 4,323 
の拡大

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化 出前講座の実施に伴う経費 11 
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデ、ル性の高い事業）

＠消費者安全法第4"6条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 4,721 

戸ヘ

272141 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

254 
消費者相談室主値に係る経費（ポケットメモの配布）参
考資料の購入

133 
参加費（研修費）及び旅費（相談員15回＋東京2泊3日
×1回、行政職員東京2泊3日×1回）

4,323 相談日及び勤務時間の拡大に伴う人件費

11 消費のサポータ一派遣事業（2回）、出前講座（4回）

／／  ／ ／  

265 4,323 133 



f『 戸ヘ
2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存） 消費者相談の広域化は実施しておらず、参考資料も少量。

設・拡充）
一一一一一一 一 一 ー一一一

（強化） 平成25年度より、太子町・河南町・千早赤阪村と連携し、富田林市消費者相談室で町村の相談も受付。参考資料の充実。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用）
一一回一一一 一一一一一一一一ー一一一一一一一，． 一一一一一一一一

（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

一 一一一一一一 一一一一一一一一一一一

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会）
- ・一 一一一 一一一ー一一ー

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

ー一一 一 一一一 一
（強化）

＠消費生活相談員等レへVレ7,7・事業（研修開催）
（既存）

一一一一 一一一一一一 －ー

（強化）

⑦消費生活相談員等レバル717°事業（研修参加支 （既存） 国民生活センター専門・事例講座不参加

援） （強化）
一一一

相談員、行政職員の国民生活センター等の研修参加支援

③消費生活相談体制整備事業
（既存） 週3日午前10時～午後3時まで相談員延べ3名による相談体制。

（強化） 週5日午前9時～午後4時まで相談員2名体制による相談体制。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 一一一一

の取組） （強化）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） 消費のサポーターや出前講座の開催は十分に行っていなかった。
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化 一一一

を図るための事業） （強化） 消費のサボーター（2回）や出前講座（4回）の開催。

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく、法 （既存）
一一一 一一一一一

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すf きlこ記載）
戸、、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）
（勤務時間、日数等の拡大）

2人 2,570人時間／年

対象人員数

（報酬引上げ）

2人

対象人員数計 追加的総費用

2人 4,324千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 1,775 千円

前年度の消費者行政予算 4,807 千円

うち交付金等対象経費 3,015 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,792 千円

今年度の消費者行政予算 7,057 千円

うち交付金等対象経費 4,721 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 2,336 千円 20年度差 ｜ 561 千円i前年度差 ！ 



(' ，－ヘ

6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 4 人 今年度末予定 相談員総数 2 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 4 人 今年度末予定 相談員数 2 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上 。日給制から月給制に変更

②研修参加支援 。旅費の支援

＠就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第2に係る特例

前年度における首長表明の有無 ｜ 有

前年度における雇止めの有無 ｜ 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

f『

市町村名 寝屋川市

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レベル777°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レベル7".17°事業（研修参加支
相談員の研修参加費用［交付金］

援）

＠消費生活相談体制整備事業

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 消費者教育・啓発の充実［交付金1
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

Aロ、雪ロLI 

自治体コード

事業経費

189 

2,678 

2,867 

戸ヘ

272159 ｜平成 27 年度｜

（単位：干円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

189 ・国民生活センター主催相談員研修会等に参加（4人）

・小学生向け消費者教育冊子 2,500枚 399,600円
・中学生向け消費者教育冊子 7,000個 982,800円
－消費者啓発パネル 2枚 64,800円
－啓発パンフレット5種類 5,000冊 340,200円

2,678 ・「いろはJで防ごう 2,000冊 237,600円
－相談窓口啓発冊子 2,000冊 86,400円
・B3ポスター 100枚 79,920円
・啓発用DVD 6枚 21,849円
－京阪パス車内ポスター広告料 465,004円

／／  ／ ／  

2,678 189 



!'""' 戸、
2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談員等レイル777°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへVレ777°事業（研修参加支 （既存） －国民生活センター主催相談員研修等参加（1回）

援） （強化） ・国民生活センター主催相談員研修等参加（4回）

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
・低年齢層の消費トフブルが増加しつつあるが、小学生向けの啓発物は作成していなかった。
－無料のパンフレット等を活用しているので個数が限られるため、市民全体への啓発物の配布と周知が十分ではなかった。

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
・小学生、中学生向け消費者教育冊子を配布し、低年齢層の消費者被害の防止に努める。の取組） （強化）
・京阪パス車内にポスターを掲示し、消費生活センターの周知を図る。

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化

（既存）

を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデ‘ル性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する1"1-rこ記載） Fヘ
実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）
（勤務時間、回数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 19,32τ 千円

前年度の消費者行政予算 21,236 千円

うち交付金等対象経費 3,200 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 18,036 千円

今年度の消費者行政予算 20,420 千円

うち交付金等対象経費 2,867 千円 ／ 
うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 17 ,553 千円 20年度差 ｜ -1,774 千円｜ 前年度差 ｜ -483 千円｜



f・、 戸、
6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 4 人 今年度末予定 相談員総数 4 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 4 人 今年度末予定 相談員数 4 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

＠就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

~ 都道府県名 大阪府 市町村名 河内長野市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 I交付金】消費生活センターの電話機能向上、セ
1,120 

設・拡充） ンター備品充実

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の ［交付金】消費生活相談業務に係る顧問弁護士委
648 

活用） 託

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業｛研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レヘコレ7"!7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レヘ》＇7"17°事業｛研修参加支 ［交付金］消費生活相談担当者の国民生活セン
255 

援） ター主催研修参加

③消費生活相談体制整備事業 8,583 

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
【交付金I消費者啓発用の備品、配布物品、図

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
書、DVD購入等

2,749 
の取組）

⑩地域社会に地お域けのる多消様費な者主問体題等解と決のカ連の携強の化強に化
関する事業（ I交付金】参考資料の提供等 33 
を図るための事業）

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業｛先進性・モデル性の高い事業）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 13,388 

272167 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

465 
電話機能追加費用、脇デスク等購入費、パス車内放送
広告料

648 顧問弁護土委託料

192 研修参加に必要な旅費、受講料（4回分）

1,756 10 備品、配布物品、図書、DVD等購入費

33 参考資料購入費

／ ／  ／／  

1,789 l,123 192 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存） 関所時間中は職員が電話応答している。センターの備品が不足している。
設・拡充） （強化） 相談受付時間以外に留守番電話機能で応答する。備品を購入してセンター機能の向上を図る。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存） 活性化基金を活用してH23～26年度は消費生活相談業務に係る顧問弁護士契約を締結した。それ以前は無かった。
活用） （強化） 引き続き弁護士と顧問契約を締結し、相談員に対し法律相談を行う。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）
委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化｝

⑥消費生活相談員等レヘコレ7,7・事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レベル777°事業（研修参加支 （既存） 平成22～26年度は、国民生活センター主催研修（宿泊）に相談員が参加したが、それ以前は日帰りの研修しか参加できていなかった。
援） （強化） 引き続き、国民生活センター主催研修（宿泊）に相談員を参加させることにより、さらなるレベルアップを目指す。

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） 啓発用VHSテープの一部をH24～26年度でDVDに買い替えた。
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組） （強化） 引き続き、啓発用VHSテープからDVDへの買い替えを進め、図書、配布物品、備品購入と合わせて消費者啓発を充実させる。

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） 限られた主体とだけ連絡を取り合っていた。
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化） 参考図書の提供を通して、多様な主体との連携を図る。

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） 一一一ー
（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデ‘／レ性の高い事業） （強化）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総回数 人目 年間実地研修受入総日 入日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）（鋤務時問、回数等の鉱大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 7,764 千円

前年度の消費者行政予算 12,570 千円

うち交付金等対象経費 2,395 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 『千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 10,175 千円

今年度の消費者行政予算 13,388 千円

うち交付金等対象経費 3,104 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 一千円

うち交付金等対象外経費 10,284 千円 20年度差 ｜ 2,520 千円l前年度差 I 09 千円l



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 4 人 今年度末予定 相談員総数 4 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 一人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 4 人 今年度末予定 相談員数 4 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 ー人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。国民生活センター主催研修参加

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第2に係る特例

前年度における首長表明の有無 ｜ 有

前年度における雇止めの有無 ｜ 無



市町村事業計画様式
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大阪府 市町村名 松原市 自治体コード 272175 ｜平成 27 年度l

, .今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

交付金等対象経費

事業名（事業メエュー） 事業概要 事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへコレY.77＇事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レヘコレアγ7＇事業（研修参加 相談員のレベルアップのための研修参加費・交通
305 305 3.消費生活相談員等レベルアップ事業

支援） 費【交付金］

楢加する相談に対応し、相談員聞の情報共有によ
③消費生活相談体制整備事業 り業務の質を高めるため、2人体制の強化を行うも 1,388 1,388 4.消費生活相談体制整備事業

の【交付金】

＠地域社会における消費者問題解決カの強化 6.地域社会における消費者問題解決カの強化に関す

に関する事業（消費者の安心・安全を確保するた
市民の消費者問題解決力強化のため、啓発冊子

286 286 
る事業

やパンフレットを作成し配布するものI交付金1 ・『くらしの豆知機J600部
めの取組） ・高齢者見守り用パンフレツト1,000部

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化
に関する事業（地域の多様な主体等との連携の
強化を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化
に関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化
／／  ／／  に関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑮消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 1,979 286 1,388 305 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・糟 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス （既存）

ト） 一一一一一ー一宇一－
（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レイル7'J7°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへVレ・7'J7°事業（研修参加 （既存） 国民生活センターブロック内、府内会議計10回、全国消費生活相談員協会、大阪府消費生活センター等研修への参加支援

支援） （強化） 上記に加え国民生活センター相模原研修（1回×2人）参加支援

③消費生活相談体制整備事業
（既存） 一日1人体制（月2日2人体制）週5日開所

（強化） 上記に加え2人体制日を年97日増加

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化 （既存） くらしの豆知識配布
に関する事業（消費者の安心・安全を確保するた
めの取組） （強化） くらしの豆知識配布・高齢者見守り用パンフレットl,000部配布

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化 （既存）
に関する事業（地域の多様な主体等との連傍の
強化を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化 （既存）

に関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化 （既存）

に関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化 （既存）

に関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総E 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）
（勤務時間、日数等の鉱大｝

l人 間」⑮／年

対象人員数
（報酬引上げ）

ー人

対象人員数計 追加的総費用

l人 1,388千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 4,754 千円

前年度の消費者行政予算 5,745 千円

うち交付金等対象経費 1,361 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 441 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 4,384 千円

今年度の消費者行政予算 5,703 千円

うち交付金等対象経費 1,979 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 l,388 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 3,724 千円 20年度差 ｜ 一1,030 千円｜ 前年度差 ｜ -660 千円l



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 2 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 2 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。国民生活センター研修（プロック内、府内、相模原）、全国消費生活相談員協会等が開催する研修

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 銀



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 市町村名 大東市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・噌
相談窓口および執務室の拡充I交付金】 44 

設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
専問弁護士の委託【交付金】 648 

活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レベル・777＂事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レバル・777°事業（研修参加支 相談員の国民生活センターへの研修参加支援
152 

援） ［基金］

③消費生活相談体制整備事業 相談員の報酬額の向上【交付金】 524 

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に 消費生活センターの周知や消費者被害の未然防
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

止するための啓発事業I交付金l 3,406 
の取組）

⑩関地す域る事社業会（に地お域けのる多消様費な者主問体題等解と決の方連の携強の花強i化ご

を図るための事業）
⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 4,774 

027066 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

44 書籍の購入、ICレコーダーの購入

648 専問弁護士の委託料

152 
相談員の国民生活センターへの研修参加旅費
（本部3名分、地方研修8回分）

524 相談員（非常勤職員）の月額交通費

出前講座用DVDの購入、講演会や出前講座で配布す
る啓発物品やパンフレットの購入、成人式配布用物品

3,223 183 購入、公用車用反射PRマグネットの作成、消費生活セ
ンタ一周知パンフレットの作成、お断りシールの作成、
啓発講座材料費等

／／  ／／  

3,223 1,399 152 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）
消費生活センターは所管課である生活安全課とも仕切られておらず課の入口から奥まった場所にある。、共有の会議室もセンター前で簡易なパーテー
ションで仕切られているだけである。相談用カウンターやセンターの備品等も整備されていない。

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 平成20年度よりl順次、相談室を改修し、相談員の事務スペースと相談スペースを分離し、パーテーションを設置し専用会議室を確保。会議周机、椅子や
設・拡充） 閲覧用の図書を整備することによりセンター機能を強化する。また、相談室や講座用の備品等や相談員専用のパソコンを購入し相談環境の充実、強化を

（強化）
図る。また、増加するパンフレット類の整理のため相談室専用のパンフレットスタンド、案内板を購入。平成25年度については、書籍の購入、窓口に老眼
鏡セットの設置、執務室専用のシュレッダーを設置する。相談窓口用及ひ’出前講座用のパソコンを1台購入（XPからの入れ替え）、展示パネルの設置。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存） 弁護士との委託契約は平成21年7月より実施。

活用） （強化） 消費者問題に精通した弁護士と年聞を通して委託契約を行い、複雑化する相談内容に対して、迅速な対応を行う。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）
（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）
委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）
（強化）

⑥消費生活相談員等レヘVレ7'J7°事業（研修開催）
（既存）
（強化）

⑦消費生活相談員等レヘ’ル7'J7°事業（研修参加支 （既存） 研修参加支援は平成21年7月より実施。

援） （強化） 相談員に対して、国民生活センターでの研修及び地方開催研修への参加支援を行い、その能力の向上を図るものである。

（既存） 平成21年度に市予算により超勤及び出張旅費について限定的（時間・回数制限あり）に向上を図る。

＠消費生活相談体制整備事業
（強化）

平成23年度より地方消費者行政活性化基金管理運営要領に基づき、相談員の報酬額の向上と日額交通費を支給し人的体制の強化を図る。平成26年
度より、消費生活相談員を個人委託契約から非常勤嘱託として雇用する。

（既存） 平成21年度は、 6月補正後に7回の啓発講座と7図の出前講座を実施。講座や啓発用の備品や啓発物品の不足。

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
平成22年度より、消費者リーダー養成講座や出前講座の実施。 5月の消費者月間にて著名人による講演会を実施。また、市民まつり等多くの市民の集ま
る機会をとらえ、消費生活に係る啓発物品等の配布を行う。また、成人式においても、啓発物品の配布を行う。平成23・24年度は「楽ラクくらしUP講座Jを

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
（強化） 開催。また、その一環として、消費者月間には著名人を講師に招請し記念講演会を開催。また、多平く成の2市5年民度に対はす消費る啓者発月活動として、市民まつり、成人

の取組） 式、出前講座等のあらゆる場面において、啓発物品を配布し消費生活センターをアピールする。 聞に「消費者フェア」を開催。消
費者講座として講演会を実施。平成26年度は出前講座の充実と教育委員会と連携して消費者教育の強化を図る。平成27年度はお断りシールを作成し
全戸配布予定、センターをPRし出前講座、啓発講座を強化する。

｛を関砂図す地る域るた事社め業会の（に地事お域業けの）る多消様費な者主問体題等草と決の刀連の携強の化強に化 （既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）
定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）
（勤務時間、回数等の拡大｝

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

3人

対象人員数計 追加的総費用

3人 525千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 6,489 千円

前年度の消費者行政予算 10,704 千円

うち交付金等対象経費 3,307 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 7,397 千円

今年度の消費者行政予算 12,011 千円

うち交付金等対象経費 4,774 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 525 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 7,237 千円 2昨度差 ｜ 四千円｜ 前年度差｜ 一160 千円｜



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 3 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 3 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

③就労環境の向上

＠その他 。月額交通費の支給

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 ｜ 有

前年度における雇止めの有無 ｜ 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

｜ 都道府県名 大阪府

〆ー、＼

市町村名 和泉市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レベル7,7・事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レベル7,7・事業（研修参加支 消費生活相談への対応能力強化のため、相談員
58 

援） が研修に参加するための支援を実施

消費者行政担当者の勤務時間及び勤務日数の
③消費生活相談体制整備事業 拡大 消費者行政担当者（再任用職員） 12,445 

の配置・増員

＠地域社会における消費者問題解決力の強化lこ 消費者教育の推進に関する法律（平成24年法律
第61号）を踏まえた、消費者被害の未然防止・拡

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
大防止等により消費者の安全・安心を確保するた

780 
の取組）

めの事業

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 13,283 

Fヘ

272191 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

35 ・PIO-NET2015説明会および研修参加にかかる旅費

・消費生活相談員（非常勤および再任用職員）の勤務時
7,975 聞及び勤務日数の拡大に係る経費。（報償費、共済費、

費用弁償費）

・消費生活パンフレットの作成
・消費者月間チラシの作成

299 
・消費生活講演会の講師謝礼等、会場借上料、資料代
－消費者被害防止講座参考資料購入費

／／  

8,274 35 

を＇. s•/ 
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2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘツレアップ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レヘツレ7'J7°事業（研修参加支 （既存）

援） （強化） ・相談対応力向上のためや、業務に必要な研修会などの参加を積極的に推進する。

【平成21年度時状況］

（既存）
－勤務日数は週2日（2人）、 3日（1人）。
－相談時間は10時～16時。

③消費生活相談体制整備事業
・消費者庁創設に伴い増加が見込まれる相談業務や事務に対して勤務日数・時間を拡大し対応。人数については3人のままだが、勤務日数は週4日に

（強化）
変更、それに伴い1日の配置体制が2人または3人に変更、相談時聞は10時～16時から9時～17時15分に変更し拡充する。
・対応力強化のため、相談員を4名に増員。

・消費者月間に街頭にて消費者啓発キャンペーン（ァイツシュ配布）、消費啓発啓発スァッカーの全戸配布、啓発シンポジウムの開催等。

（既存）
⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

・市内の通所系介護・福祉施設や町会等へ出前講座を行い、市消費生活センターの周知及び被害の予防を図る。
の取組）

・高齢者の消費者被害防止に関するチラシ作成を行い、関係者向けに周知を行う。
（強化）

・消費者月間にこあおわいせてて、児、消童費・教生職活員セにン対ターの周知を行う。
－市内中学校l し出前講座を行う。

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑮消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すど（合に記載）
，町、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）
（勤務時間、回数等の拡大｝

4 人 4,080人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

4 人

対象人員数計 追加的総費用

4 人 7,975 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 20,853 千円

前年度の消費者行政予算 10,715 千円

うち交付金等対象経費 3,610 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,329 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 7,105 千円

今年度の消費者行政予算 13,672 千円

うち交付金等対象経費 8,309 千円 ／ 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 7,975 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 5,363 千円 20年度差 ｜ 寸5,490 千円｜ 前年度差 ｜ ー1,742 千円｜
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6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 4 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 4 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上 。報酬等の改定による向上

②研修参加支援 。相談対応カ向上のためや、業務に必要な研修会などの参加を積極的に推進する。

③就労環境の向上 。対応力維持および強化のため、相談員を4名に増員。

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

｜｜ 都道府県名 大阪府 市町村名 箕面市 自治体コード 272205 ｜平成 27 年度｜

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

交付金等対象経費

事業名（事業メニュー〕 事業概要 事業経費 27年度 26.年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 消費生活センター機能強化を図るため、必要な消
43 43 センター拡充にかかる消耗品費

設・拡充） 耗品を購入する。I交付金】

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
複雑化するITに関した消費生活相談の解決力向
上を図るため、弁護士を活用した研修会を実施す 40 40 研修会講師に対する報償費

活用）
る。【交付金I

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レ＂＇＇レ 777°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レ的レ177•事業（研修参加支 消費者行政担当者が研修に参加するための支援
600 600 研修参加のための旅費、研修費

援） を行う事業［交付金】

③消費生活相談体制整備事業

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に 消費者教育・啓発に必要な資料、備品等の購入 消費者教育・啓発関係資料購入費、備品等購入費、 FM
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 及び資料、コンテンツの作成、学校給食食材の放 6,093 2,519 3,574 番組スポットCM制作費、学校給食食材の放射性物質
の取組） 射性物質検査I交付金】 検査費、検査機器保守委託料

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に ／ ／  ／／  
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 6,776 2,602 3,574 600 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存） 様々な取引形態での消費者相談及び法改正などによる法解釈に基づいてあっせんを行うには、かつて購入した参考図書では解釈が古く、解決に向けて

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 参考にしづらい。また、センターは市役所本庁舎に設置されていないため、センター設置場所についての問い合わせが生じている。

設・拡充）
消費者相談及び法改正に対応した参考図書で、消費者相談解決につなげることができる。また、消費生活センター設置場所周知強化を図るため消費生

（強化）
活センター名称及び連絡先を入れた封筒を作成する。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存） 複雑化するIT分野における消費生活相談において、専門知識が不足し、あっせんがしづらい。

活用） （強化） 具体事例をあげた研修会で助言をもらうことで、 IT分野における消費生活相談解決カが向上する。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘ7レ717°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

（既存） 国民生活センターでしか開催していない研修に行ける回数が1固に限られているため、十分きなない知。識や情報が習得できているとは言えない。また、次期

⑦消費生活相談員等レへ’Jレ717•事業（研修参加支 PIO-NET導入されるため、相談情報入力に支障をきたし、早期な消費生活相談が共有で

援） まるの。りベ多ま6たく名の、が大消、阪費国で者民開行生催政活予担セ定当ンのタ者ー次が期が研開P諺IO催I~す参NE'る加吋「す消操作る費こ研生と修活でに相よ参り談多加員くす研のる修知（の識専ベを門習6名・得事）し例、講受座講J内（2容泊を3共日有）とす「消るこ費と者で行相政談職窓員口研の修強化職に員繋講げ座る』。(2泊3日）を受講す（強化）

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

（既存）
①消費者教育・啓発に関して、対象者や媒体が固定化してきでいるため、全市民に対して十分な情報を発信できているとは言えない。

②食と放射能に関する問題の全国的な広がりに伴い、給食で使用する食材に対する保護者の関心が高いが、市として独自の検査をしていない。

①市内で振り込め詐欺が多発するなど、より一層の情報発信をする必要があるため、啓発用チラシ（63,000枚）、センター案内冊子（3,000部）、消費者教
⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に 育用参考図書（教育関係者・自治会長・民生委員向け1,500冊）を購入する。また、情報発信用備品（DVDソフト）を購入する。啓発用クリップ（3,000セッ
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため ト）を購入する。情報発信用備品（DVDソフト数種）を購入する。さらに冷地元ラジオ局を利用し、地、消元費に者縁被あるタレントを用いて消費者教育・啓発のスポッ
の取組） （強化）

トCMを繰り返し放送することで、なかなか接点がない市民に対しても、消費者教育・啓発を行い、 害を未然に防ぐ。

②学校給食の食材について、全国に流通している食品等は、生産・出荷サイドによる放射性物。検質査の対検象査はに、加国え等、か都ら道の府情県報のにダよブりル、放チ射ェ性ック物も質実に施汚され染さて
いるが、自らも放射性物質のチェックを実施することで、更なる安心安全の体制が構築できる。
れている可能性のあるもの、過去に出荷制限や出荷の自粛が求められた地域で生産されたものとする。（延べ5回分）民間保育所は、市内公立保育所と
同検査を行えるよう、その食材費に対して補助金を交付する（19圏分）また、検査機器の保守委託を行う。（1回分）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）



⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に｜（既存）
関する事業（先進性・モデル性の高い事業） ｜σ削り
⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法｜（既存）
定受託事務 l(i強化｝



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

（勤務時間、日数等の拡大｝

人 人時間／年

対象人員数

（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 11,463 千円

前年度の消費者行政予算 19,741 千円

うち交付金等対象経費 8,082 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 一千円

うち交付金等対象外経費 11,659 千円

今年度の消費者行政予算 18,279 千円

うち交付金等対象経費 6,776 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 11,503 千円 20年度差 ｜ 40 千円｜ 前年度差 ｜ 



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 4 人 今年度末予定 相談員総数 4 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 4 人 今年度末予定 相談員数 4 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 ー人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 ー人 今年度末予定 相談員数 一 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。研修参加によるスキルアップを図り、相談員の能力開発を行う。

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第2に係る特例

有

前年度における雇止めの有無 無





市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大 村名 柏原市

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 日本消費経済新聞の購読・参考図書の購読【交
設・拡充） 付金】

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業｛苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レヘ’ル717°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへ.，レ・717°事業（研修参加支
援）

③消費生活相談体制整備事業 相談員報償費・費用弁償［交付金］

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に 敬老会啓発講座開催・新成人啓発物品配布I交
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

付金］
の取組）

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

自治体コード 272213 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

30 30 消耗品費

698 報償費・費用弁償

1,352 l,352 消耗品費・委託料・使用料・手数料

／／  ／ ／  

2,080 1,382 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存） 相談に必要な物資及び参考資料が十分でない

設・拡充） （強化） 相談業務の充実のため参考図書等を購入する

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

ー一一一一
（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レへ’lレ7-;7＇事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レバル'7-;7＇事業（研修参加支 （既存）

援） （強化）

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

（既存） 新成人啓発パンフレット配布事業・毎月各家庭に配布される広報紙への啓発記事掲載

の取組） （強化） 高齢者福祉大会と共同して啓発講座を行う・新成人啓発物品を充実する

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化

（既存）

を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）（勤務時問、日数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 821 千円

前年度の消費者行政予算 2,060 千円

うち交付金等対象経費 1,084 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 976 千円

今年度の消費者行政予算 2,080 千円

うち交付金等対象経費 l,382 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 698 千円 20年度差 ｜ -123 千円｜ 前年度差 ｜ 



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 2 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

5ち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

③就労環境の向上

＠その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 ｜ 有

前年度における雇止めの有無 ｜ 無



市町村事業計画様式 r ノ圃、

0.基本データ

｜ 都道府県名 大阪府 市町村名 羽曳野市 自治体コード 272221 ｜平成 27 年度｜

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

交付金等対象経費

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費 27年度 26年度 対象経費

本予算 補正予算
基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
相談業務の円滑化を図るため、相談時間を拡充

備品購入費するとともに事務用機器（話録音装置）を設置し、 34 34 
設・拡充）

相談機能を高める。［交付金］

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レヘVレ777°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへVレ777＂事業（研修参加支 相談員・行政職員の研修参加を支援する。［交付
50 50 役務費・負担金・補助及び交付金

援） 金】

｜相談対応やPIO NET入力による事務培太の円

③消費生活相談体制整備事業
滑化を図る為、相談日を週2回拡充し、相談のまと

1,560 1,560 報償費
め処理の実施及び相談員の指導強化を行う。［交
付金】

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
高齢者の消費者トラブル防止の啓発及び新成人

300 300 報償費・需用費関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
への啓発資料を作成する。［交付金］

の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に ／／  関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 1,944 334 1,560 50 



3.消費生活相談員養成事業の参加＝受入要望（該当すrきに記載）
ノ町

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）（勤務時問、日数等の拡大）

2 人 557人時間／年

対象人員数 。
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

2 人 l,560千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 1,833 千円

前年度の消費者行政予算 3,889 千円

うち交付金等対象経費 2,244 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,865 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,645 千円

今年度の消費者行政予算 3,518 千円

うち交付金等対象経費 1,944 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,560 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,574 千円 20年度差 ｜ 一259 千円｜ 前年度差 ｜ ー71 千円｜



16" Fヘ
6.消費生活相談員の配置について

由一、句、 ～一一－＿....~ .. ＿~－－－.，，一 … 
消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 4 人 今年度末予定 相談員総数 3 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 4 人 今年度末予定 相談員数 3 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。国民生活センターや大阪府が開催する相談員研修の参加を支援し、能力開発に努める。

＠就労環境の向上 。相談時間を拡充することにより、継続相談等の処理速度を高める。

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無





市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

0 

市町村名 門真市

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
センター啓発・センター賃料［交付金］

設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
弁護士との顧問契約（大阪弁護士会）【交付金］

活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レへ’ル777°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへ’ル777•事業（研修参加支
研修参加支援［交付金］

援）

③消費生活相談体制整備事業
消費生活相談員の増員による相談体制の強化
［交付金】

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 消費者被害の未然防止【交付金】
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

自治体コード

事業経費

3,170 
L〆

648 
， ， 

197 
／ 

2,242 
ト〆

3,408 

ノ

／ 

9,665 
レ／

H 〆

戸、

027223 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度 対象経費

本予算 補正予算
基金

578 v 2,592 備品購入費・使用料及び賃借料， 

648 委託料

197 旅費・研修参加負担金

2,242 報酬

2,553 855 
報償費・消耗品費・印刷製本費・手数料・負担金補助及
ぴ交付金

レ ν 
ノ

／ ／  ／／  

5,373 4,095 197 
／ I/ 

H 7 .,f 



0 "" 2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存） 本庁分館にセンターがあり、周知・啓発事業はできていなかった。
①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増

センター啓発用綿棒セット、エコパッ夕、パック型クリアファイル、メモ帳を各1,000個作成し、イベント時等に配布。設・拡充） （強化）
平成23年度から民間の施設に移転しておりこれにかかるセンター賃料

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （統存） なし

活用） （強化） 相談のあっせん処理にあたり、法的判断の難しい事例について弁護士に助言を求め、より的確に対応する。

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活棺談員養成事業（研修参加支援）
（既存） 国民生活センター・大阪府主催の日帰り研修に参加

（強化） 国民生活センター主催の研修への相談員派遣の機会を増加、宿泊研修2回、日帰り研修26回

⑥消費生活相談員等レへ’ル7"!7°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レイルアップ．事業（研修参加支 （既存）

援） （強化）

③消費生活相談体制整備事業
（既存） 適4日の非常勤特別職の相談員2名体制にて相談を実施。（週2日は相談員1名体制）

（強化） 週3日の非常勤特別職の相談員を1名増員し、常に相談員2名体制にし相談体制の充実と、同0-NETへの入力期間短縮を図る。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
（既存） なし

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 啓発冊子小中学生用5,200冊、成人祭用1,300冊、派遣講座用2,500冊を配布、訪問販売お断りシールを500枚を配布、イベント時配布用啓発物品を2,600個を配布
の取組） （強化）

消費者月間に消費者団体と協働で消費者問題を啓発する。

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する，（）に記載）

"""" 
実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）
（勤務時間、日数等の拡大）

1人 812人時間／年 7.25時間×112日

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

1人 2,242千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 11,102 千円

前年度の消費者行政予算 16,332 千円

うち交付金等対象経費 5,741 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,592 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 10,591 千円

今年度の消費者行政予算 21,076 千円

うち交付金等対象経費 9,665 千円
／ 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 4,834 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 11,411 千円 20年度差 ｜ 309 千円｜ 前年度差 ｜ 



rヘ 戸、
6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 2 人 今年度末予定 相談員総数 3 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 2 人 今年度末予定 相談員数 3 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。消費生活相談員等レベルアップ事業に参加

＠就労環境の向上 ” 

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

道府県名 市町村名

r-

摂津市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 出先機関での相談用専門書を購入し、対応の充
13 設・拡充） 実を図る［交付金］ レ／

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへVレ·777•事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レヘVレr,7•事業（研修参加支 相談員養成講座への聴講に係る費用の支援［基
24 

援） 金］

＠消費生活相談体制整備事業 ／／ 

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に 消費者被害防止のための啓発用パンフレット及び
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 展示用パネルの作製及びキャラクターを利用し、 797 
の取組） イベント等において街頭啓発を実施［交付金］

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に J’ 

関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 市内小売店への立ち入り調査の実施［交付金］ 6 
定受託事務 ./ 

合計 840 
／ 

7 

F町、

027224 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度 対象経費

本予算 補正予算 基金

13 書籍代：13,000円

24 研修旅費：24,000円
; 

パンフレツト印刷：504,000円、キャラクター着ぐるみ修
797 繕：33,000円、セミナー委託：260,000円

,. 

／／  ／／  

6 I/ 立入調査事務にかかる消耗品：6,000円

816 ／ 24 
I ／ 



I""- 戸、
2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存） 法改正等には、研修を受け相談員間で情報共有しているが、中には複雑な相談もあり、参考文献により案件に対応することが必要であると考えられる。

設・拡充） （強化） 平成26年度に設置したセミナー室での相談やセミナー時に使用する専門書を配置し、相談ノレーム外での対応ができるよう整備を図る。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） 一一一一一一ーー 一一一
（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

一一一ー 一一一一一
（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） 一一一一 一一一←ー
（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

一一一
（強化）

＠消費生活相談員等レへ・，レ7'J7°事業（研修開催）
（既存）

一一一ーー
（強化）

⑦消費生活相談員等レへVレ7-;t7°事業（研修参加支 （既存） これまでも必要な研修には積極的に参加を支援してきた。

援） 一一一一一一一
（強化） 引き続き、相談員の研修聴講への支援を行う中で、特に新人の相談員への研修参加機会を提供する。

＠消費生活相談体制整備事業
（既存）

一一
（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため a一一－－ー一一
の取組） （強化）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
啓発用パンフレットやノート、蛍光ベンなどの啓発グッズを学習会やイベント等で配布し、相談ノレームの紹介と被害の未然防止のための啓発を実施してい
る。また、 H26年度から、摂津市駅前の公共施設にセミナー室を設け、女性を対象とした「暮らしに役立つ知っ得セミナーjを実施している。

関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化 ー － 一一一一
を図るための事業） （強化）

昨年度整備したセミナー室を本格的に利用し、既存の啓発ノートを講座の教材としても有効活用し、受講者参加型のセミナーとしての充実を図る。若者向
けのパンフレットを作成し、相談窓口やイベント等で配布し、消費者トラブル防止の啓発を強化する。

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） 一一 一一一一一
（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
一一一一

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モテツレ性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存） 消安法年1回の立ち入り調査を実施

定受託事務 （強化） 年1回の立入検査を継続実施するとともに、市民向けにパンフレットやホームページ等で、品質表示について啓発を実施する。



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すF会に記載）
戸、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）（勤務時間、白数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 7,805 千円

前年度の消費者行政予算 11,616 千円

うち交付金等対象経費 2,916 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 2,916 千円

うち交付金等対象外経費 8,700 千円

今年度の消費者行政予算 8,824 千円

うち交付金等対象経費 840 千円 ／ 
うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 7,984 千円 20年度差 ｜ 79 千円｜ 前年度差 ｜ 



(' 戸、
6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 3 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 3 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。相談員のレベルアッフ。のための研修参加費を支援

＠就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第2に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 缶E



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

r 

市町村名 高石市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
顧問弁護士契約を行う 164 

活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レへVレ717°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへVレ717°事業（研修参加支 相談員国民生活センター教育研修事業等参加（2
102 

援） 名）

＠消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 消費者教育講演会を実施、啓発物品購入 1,509 
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に

を関図するるた事め業の（地事域業の）多様な主体等との連携の強化

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデ‘ル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 1,775 

戸、

027225 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

164 謝金、旅費

102 旅費、研修費

講師委託料（540）、会場借料（215）、ポスター印刷及チ
1.509 ラシ印刷（206）・新聞折込手数料（70）・啓発物品（473）・

郵送料（4)

／／  

1,509 164 102 
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2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） 一一一一ー 一一一一一一一一一晶一一一一一一一一一ー，占一一一一一一一一
（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存） 平成21年度より消費生活相談窓口高度化事業により実施

活用） ’一一一一一一一一一一－ 一一一一一一一一一 ー一～ー一一 ー一一ーー一日一一一一 ・一一一一 ’ 
（強化） 消費生活相談の複雑化・高度化に対応するため顧問弁護士契約を行う

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

・一一一一一一←ー一←一一一一－一一 ．一一一ー一一一一一－ー晶－－ 一一一一一一一一一一一一一一一一
（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） 一一一一一 一一一‘一－一一一一一一一 一一一ーーーー一一・4一一一一一一一一一一一一一ー一一一一一一
（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

ー一一一一一一一→一一ー一一一一一一－－・ー．，ー一一一一一一一一一一一一一一一
（強化）

⑥消費生活相談員等レへ.，レ717＇事業（研修開催）
（既存）

一一一一一一一一一十一一一一一一一一一一一 一一一
（強化）

⑦消費生活相談員等レへ・，レ717＇事業（研修参加支 （既存） 国民生活センター教育研修事業に相談員1名を年1回参加できるように旅費、研修費を支援。

援） 一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
（強化） 国民生活センター教育研修事業（新規研修）に新たに相談員2名を年1回参加できるように旅費、研修費を支援

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

ー一一一一一一－－－』一一一一一一
（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） 平成21年度より消費者教育・啓発活性化事業で消費者教育講演会を年1回実施
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 一一一一一一『・一一一－－ーーーー～ー』一一一一 －一一一一一ー
の取組） （強化） 消費者教育講演会を年1回実施する。

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化 一一一－一 ーーー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一『一一一
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者間短解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法謬L行等） 一一 一一一一一一一－一
（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） 一一一一一一一一一一一一一一一一一一
（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性Lモデノレ性の高い事業）
ー－－ー・ －－・－‘ ーー－－・－・－ー合唱F・・－ーーーー・ーー・』圃E・E・E・・・－ー～－－－－－・4’』』－ －－圃』－・R ・－目d副島－－~』時晶a・－－－・E・－・－・E・－－由園田園－－－・目・4』『・4・ ．園開』4・－’ー・戸

（強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
（強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すぎ（告に記載）
戸、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総回数 人日 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）（勤務時間、日数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 9,646 千円

前年度の消費者行政予算 10,933 千円

うち交付金等対象経費 2,086 千円

うち交付金等対象の賃料；人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 8,847 千円

今年度の消費者行政予算 11,207 千円

うち交付金等対象経費 1,775 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 9,432 千円 20年度差 ｜ -214 千円｜ 前年度差 ｜ 585 千円！



( '  戸ヘ
6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 3 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 3 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。国民生活センター等教育研修参加のための旅費、研修費を支援

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府 市町村名 藤井寺市

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（支付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・ 消費生活センターの機能強化のための備品整備
拡充） I交付金1
②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レベJレ・717°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レヘ’ル・717°事業（研修参加支 相談員のレベルアップを図るための研修参加支援
援） ［基金］

③消費生活相談体制整備事業 相談回数増加に伴う人件費【交付金I

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に 消費者教育の充実及び消費者被害未然防止に向
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため けた講演会や出前講座、啓発活動の実施【交付
の取組） 金】

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

コード 272264 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円｝

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

230 142 備品購入費142,000円

36 36 報償費36,000円

3,006 1,866 報償費1,866,000円

需用費308,000円、委託料700,000円、使用料及び賃借
1,066 366 700 料58,000円

／／  ／／  

4,338 508 2,566 36 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・ （既存） 平成26年度に消費生活センターを開設し、相談窓口を常設している。
拡充） （強化） 消費生活センター化に伴い、備品等の整備を行うことで、消費生活センターの機能を強化する。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活 （既存）
用） （強化）

一一一一

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

一一ー一一一 一 一ーー

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委 （既存）

員会） （強化）
日 一一ー一一・一ー

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘコレ・777°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レヘコレ777°事業（研修参加支 （既存） なし

援） （強化） 研修参加率の向上を目標とし、相談員の研修参加を支援する。

③消費生活相談体制整備事業
（既存） 平成26年度に消費生活センターを開設し、相談窓口を週3日から週513に増設している。

（強化） 引き続き、相談窓口を常設する。

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） 専門団体に委託し、啓発活動を実施している。また、消費者被害未然防止のための啓発物品・資料の作成にも取り組んでいる。
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組） （強化） 引き続き、啓発活動を実施じ、さらに消費者教育を充実させ、消費者の安心・安全を確保する。

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化

（既存）

を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業 （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）｛勤務時間、日数等の拡大）

5人 163人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

5人 1,866千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 1,325 千円

前年度の消費者行政予算 5,122 千円

うち交付金等対象経費 3,945 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,800 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,177 千円

今年度の消費者行政予算 4,338 千円

うち交付金等対象経費 3,110 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,866 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,228 千円 20年度差 ｜ -97 千円｜ 前年度差 ｜ 51 千円l



" 

6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 5 人 今年度末予定 相談員総数 5 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 5 人 今年度末予定 相談員数 5 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。消費生活相談員レベルアップ講座や集合研修等への参加支援

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第2に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式
戸、＼ ノー、

0.基本データ

｜ 都道府県名 大阪府 市町村名 東大阪市 自治体コード 027227 ｜平成 27 年度｜

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

交付金等対象経費
事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費 27年度 26年度 対象経費

本予算 補正予算
基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の 弁護士を活用し、角度に専門的な消費生活相談
648 648 弁護士への委託料

活用） への対応力を強化

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへVレ717°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レバル717°事業（研修参加支 相談員、職員の国民生活センター主催研修等へ
153 153 研修参加に伴う旅費、負担金

援） の参加支援

＠消費生活相談体制整備事業

消費者教育推進講座
（学校等対象 13回、子ども体験講座 2回）

消費者教育推進講座の開催 消費者問題講演会 1回
消費者問題講演会の関催 啓発パンフレット作成・配布 (1種類 6,000部）

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
啓発パンフレットの作成・配布 啓発用物品（ボールベン 2,000本、シャープ 3,700本
啓発用物品の作成・配布

4,704 3,926 778 
うちわ 3,000本、クリアファイル 2,000枚

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
暮らしのスクラムの全戸回覧 不織布バッグ 2,000枚、マグネットシート 240枚

の取組）
啓発番組の放映 展示ボード 10台）

市内主要駅での啓発ポスターの掲示 暮らしのスクラム全戸回覧配送委託料（4回）
啓発番組の放映委託料消費生活関連DVDの整備
市内主要駅での啓発ポスター掲示（3回）
消費生活関連DVDの購入費

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に ／／  ／／  関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 5,505 3,926 1,426 153 



r 戸、
2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） 一一
（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
（既存） 来実施

活用） （強化）
弁護王を託同仁高度ど専F守的制崩￥fc嗣霊長入~if>統一方を嗣EすZ；活用I:.~子てほ了桶議員[iii；相談葉砕を随時て電話－；：f7ヲタズ等で弁護士l胡一
談する。

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）
一一一

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会）
一一－ --

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存） 国民生活センター主催の研修への参加支援（相談員1名分の旅費等を支援）

一 一一一一一一一一一一
（強化） 国民生活センター主催の研修への参加支援（相談員3名分）、及び相談員の府主催研修等への参加支援

＠消費生活相談員等レヘール7-;7°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへVレアッ7•事業（研修参加支 （既存）

援）
一一一一 一一， 一一一一 一一一

（強化）

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

一一一一一 一一一一一一一一
（強化）

（既存） 消費者教育推進講座未実施。暮らしのスクラム全戸回覧未実施
日一一一一

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に 消費者教育推進講座（学校等対象13回、子ども体験講座2回）を開催し、子どもへの消費者教育の強化を図る。

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 消費者問題講演会を開催し、消費者意識の向上を図る。

の取組） （強化） 啓発ノ屯ンフレット・啓発物品の作成・配布、啓発番組の放映、市内主要駅での啓発ポスター掲示により、消費者被害の未然防止を図る。
センターだより「暮らしのスクラムJを全戸回覧し、消費者教育・啓発の充実・強化を図る。
消費生活関連DVDを配備し、閲覧・貸し出し等を実施し、情報の提供を図る。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化 一一一一一 一一一

を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業｛事業者指導や法執行等）
一一一一一一一一一一一一 ー 一 一 一 一

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業）
←一一一一一 一一一一一一一 一一一一←← 一 一 一 一一一一一一 』

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）
ー一一一一十一

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3 消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すf冶iこ記載）
戸、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）（勤務時間、日数等の拡大｝

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 25,792 千円

前年度の消費者行政予算 32,081 千円

うち交付金等対象経費 5,064 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 27,017 千円

今年度の消費者行政予算 31,990 千円

うち交付金等対象経費 5,505 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 26,485 千円 693 千円｜ 前年度差 ｜ ー532 千円｜



f『
戸圃、

6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 6 人 今年度末予定 相談員総数 6 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 6 人 今年度末予定 相談員数 6 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。国民生活センター主催研修等への参加支援

③就労療境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大

／「

町村名 泉南市

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の 弁護士の活用による消費生活相談業務にかかる
活用） 法律相談委託契約

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レバル777°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レ的レ777＂事業（研修参加支
相談員・消費者行政担当者の研修への参加支援

援）

＠消費生活相談体制整備事業
PIO-NET入力期間の短縮、ナピダイヤル対応等業務
の増大に対応するための勤務時間の拡大

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 消費者教育・被害防止のための啓発・情報発信
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデノレ性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法

定受託事務

合計

治体コード

事業経費

750 
／ 

6~ 

864 
／ 

208 

1,886 
／ 

戸『＼

272281 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

750 弁護士1名の謝礼金・交通費

64 相談員（2名）の管内・管外研修に伴う旅費及び行政担

ノ 当者の研修参加旅費、研修費

864 相談員（2名）の報償費
ノ

208 啓発用リーフレット等購入

！／ ／ 

／ ／  ／／  

20ち 1,614 64 
／ ／ 

~ ， 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
（既存） 国民生活センターへ事例等の問い合わせや専門書の判例等の活用により相談業務へ対応。

活用） （強化）
弁護士の活用により、相談員が法的な専門的知識の助言・指導を得ることができ相談窓口の高度化が図れる。（平成27年4月～28年3丹末、電話・メー
Jレ等による相談員への法律相談業務（月～金曜日の執務時間内）及び相談員への研修会4回開催）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘコレ777°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レヘツレアップ事業（研修参加支 （既存） 府内開催の研修参加については、年間1万円の予算内で対応。国民生活センターへの研修参加については従前実施していない。

援） （強化） 管内・管外で相談員2名及び担当行政職員1名の研修参加増により、相談窓口の高度化を図る。

（既存）
2名の消費者相談員と兼務行政職員1名が消費生活センター事業を実施しているが、平成21年度までは手書きの相談カードを使用し、相談員について

③消費生活相談体制整備事業
は1日10,000円の謝礼のみ支給。

（強化）
年々複雑・長期化する相談業務を円滑に遂行すると同時に、消費者庁創設に伴う業務の拡大及び苦情相談等にかかる日O-NETへの早期入カに対応
するための勤務時間の拡大を行う。（相談員2名、週l回各3時間）

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

（既存） なし

の取組） （強化） 消費者教育・被害防止の強化を図るための啓発用リーフレット、冊子等を購入し、広く市民に配布する。

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会Iこおける消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑪消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）

。 。



3 消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当するのこ記載）
戸ヘ

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

（勤務時間、日数等の拡大）

2 人 288人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

2 人 864千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 2,571 千円

前年度の消費者行政予算 5,241 千円

うち交付金等対象経費 2,315 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 864 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 2,926 千円

今年度の消費者行政予算 5,156 千円

｜うち交付金等対象経費 1,886 千円
／ 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 864 千円
， 

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 3,270 千円 20年度差 l 99 千円｜ 前年度差 ｜ 制千円｜



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 2 人 今年度末予定 相談員総数 2 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 2 人 今年度末予定 相談員数 2 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容
、

①報酬の向上

②研修参加支援 。管外への研修参加支援（2名）

＠就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

。 つ



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

~ 

市町村名 四候畷市

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
多様化する相談内容への対応【交付金］

設へ拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レイル7._,7・事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへ＇rv7._,7・事業（研修参加支 研修会への参加により実務能力を向上させる［交
援） 付金］

＠消費生活相談体制整備事業
相談増加に対応するため相談員の2名体制を維

持する【交付金】

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 冊子やチラシの配布による啓発【交付金］
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解高決い事カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の 業）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく、法
定受託事務

合計

Fヘ

自治体コード 272299 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

49 49 書籍、ワイヤレスマイクロホン

120 120 新規格談員費用弁償、既存相談員時用弁償増加分

3,730 3,730 
相談員報酬・通勤手当・共済費（既存相談員について
は糟加分のみ対象）

583 583 消費者教育冊子、啓発チラシ

／／  ／／  

4,482 632 3,730 120 



r 戸ヘ
2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存） 相談内容が多様化し、より専門的な知識が必要となった

設・拡充） （強化） 書籍の購入により多様化する相談に対応できる。ワイヤレスマイクロホンの購入により相談員の負担が軽減される。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）
一一一一
（強化）

＠消費生活相談員等レイル了、yプ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦援）消費生活相談員等レイル7"!7°事業（研修参加支 （既存） 研修に参加することが難しく、新たな知識の習得が困難であった。
一一一一一

（強化） 相談員増員による研修参加機会の確保と研修費用の措置で相談員が知識を習得できる

③消費生活相談体制整備事業
（既存） 相談員が1名であったため研修や会議への参加や出前講座の実施ができなかった。

（強化） 相談員1名の増員と勤務時間増加により相談体制の強化を維持する。

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存） 消費者問題についての周知の場が少なく、啓発や消費者教育を十分で、きなかった。
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 一一‘一一一・－

の取組） （強化） 冊子やチラシの配布により消費生活センターの周知及び消費者教育の推進を図る。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化 一’ーー一一ー 一一一一ー

を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等）
一一一一 一一一一一一

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業）
ー一一一一一一一一ーーー ー．

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデ、ル性の高い事業） （強化）

⑪消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務
『一一一一一一一一

（強化）



3. 消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当す~に記載）
戸圃、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）
（勤務時間、日数等の拡大）

2 人 1,416人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

2 人 3,671 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 1,598 千円

前年度の消費者行政予算 6,017 千円

うち交付金等対象経費 3,993 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,256 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 2,024 千円

今年度の消費者行政予算 6,146 千円

うち交付金等対象経費 4,482 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,730 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,664 千円 20年度差 ｜ 64 千円｜ 前年度差 ｜ ム360



Fヘ 戸ヘ
6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 2 人 今年度末予定 相談員総数 2 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 2 人 今年度末予定 相談員数 2 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

＠研修参加支援

③就労環境の向上

＠その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

f画、

市町村名 交野市 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
755 

設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
専門家の応援を得て、消費者安全法第8条の苦

活用）
情処理のあっせんをより適切にEつ迅速に実施す 650 
る。［交付金］

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レバル7")7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レベル7")7°事業（研修参加支
消費生活に関する新たな手口とその対策、ならび
に制度改正を随時学ぶことで、更に相談の質の向 368 

援）
上を目指す。［基金］

③消費生活相談体制整備事業
事業者とのあっせん業務を強化し、また、相談入

9,618 
カ処理の神速化を図る。［交付金］

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
教育委員会と連携の下、出前講座と併せて啓発

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
する。［交付金］

1,297 
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に 府指導の下で計量法に基づく抜取調査により量目
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化 適性の啓発や、自立した消費者を支援するため団 108 
を図るための事業） 体と連携して啓発する。［交付金】

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消モ費デ者ル問性題の解高決力の強化に
関する事業（先進性・ い事業）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 12,796 

戸、

027060 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

50 ー消費生活関連書籍等
｜／ 

650 一弁護士との顧問契約 10,800/lhr×12月×5時＋交通費
， 

298 国セン等関係機関研修（旅費318,000＋参加費18,000)

／ 

3,384 一非常勤書金（斡旋強化、 PIO入力強化）1名、週5日

一，

消費者教育りーフレット等印刷908,000
1,297 

啓発物品等356,000講習会33,000

，， 

50 -5月消費者月間他（啓発活動40,000＋講習会10,000)

， 

100 5,331レ 298 
／ 

， 
7 

よスゾ



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存） 広報等で市民に消費者相談窓口の周知を図った。平成26年度に消費生活センターを設置した。

設・拡充） （強化） 消費生活センター等に関する市民への周知、参考資料購入等相談機能の強化整備に努める。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存） 平成21年度から基金を活用して弁護士と顧問契約した。

活用） （強化） 平成27年度も消費者分野に精通している法律の専門家の助言を得て、苦情やあっせんを迅速且つ適切に処理する。

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談員等レベルアップ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへ’ル7"!7°事業（研修参加支 （既存） 府外研修等への参加で得られる成果を相談業務に活かしている。

援） （強化） 消費者教育講座や地域啓発等を実践するための必要となる知識の習得や技法の習得を図るため、平成27年度も府外研究等の参加に努める。

③消費生活相談体制整備事業
（既存） 従来は相談員の雇用のみで、あったが、平成23年度から事業者とのあっせん業務補佐、及ひ（PIO-NET入力補助業務に1名の雇用を行った。

〈強化） 平成27年度も積極的なあっせんに向け非常勤職員を置くとともに、関係機関への情報通知の迅速化に努める。

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存） 一般市民対象に出前講座を実施した。
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

（強化） 教育委員会と連携の下、小中学校の児童生徒を対象にリーフレット印刷し啓発する。また、消費者教育の啓発として講座を開催する。の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存） 従来から府検査所の協力・指導の下で量目調査を始め、自立した消費者啓発の支援を行ってきた。
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化） 5月消費者月間を含む通年で、消費者団体と市が共に協働で啓発を実施する。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）

( ¥  
に）ノi

。



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すf》lこ記載）
戸、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総回数 人目 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）
｛勤務時間、回数等の拡大）

1人 1,800人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

1人

対象人員数計 追加的総費用

1人 3,384千円

-5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 6,040 千円

前年度の消費者行政予算 11,634 千円

うち交付金等対象経費 4,517 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,984 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 一千円

うち交付金等対象外経費 7,117 千円

今年度の消費者行政予算 12,796 千円

うち交付金等対象経費 5,729 千円
／ 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,384 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円
／ 

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 7,067 千円 20年度差 ｜ 1,027 千円｜ 前年度差 ｜ 一50 千円｜



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 2 人 今年度末予定 相談員総数 2 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 2 人 今年度末予定 相談員数 2 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。実務能力の向上のため、他機関が実施する府外研修等に積極的に参加できるよう回数を増兵

③就労環境の向上 。PIO-NET刷新に伴う相談カード入力の更なる迅速化、あっせん業務補助のため非常勤職員
1名を配置する。

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

。 つ



市町村事業計画様式

0.基本データ

｜ 都道府県名 大阪府

('  

市町村名

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レヘコレ・777°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへVレ・777°事業（研修参加支
国民生活センター等研修への参加【基金】

援）

③消費生活相談体制整備事業
消費生活相談の体制整備
（相談員の勤務日数の拡大・増員）【交付金】

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

戸ヘ

272311 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

， 

95 95 伊修参加旅費

2,200 1,624 消費生活相談員報償費

／ 

／ ／  ／／  

2,295 1,624 ／ 95 レ
; 

／ 

ノ.71/ 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レへVレアップ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへVレアップ事業（研修参加支 （既存） なし

援） （強化） 国民生活センター等研修への参加

③消費生活相談体制整備事業
（既存） 消費生活相談の実施（毎週1回）

（強化） 消費生活相談の実施（毎週4回）

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組） （強化）

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）
、

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデ、ル性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）

。 。



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当するrヘに記載） 戸ヘ
実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）
（勤務時間、日数等の拡大）

2 人 640人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

2 人 1,624千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 749 千円

前年度の消費者行政予算 2,781 千円

うち交付金等対象経費 1,864 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,724 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 917 千円

今年度の消費者行政予算 3,091 千円

うち交付金等対象経費 1,719 千円
／ 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,624 千円
／ 

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,372 千円 20年度差 ｜ 623 千円｜ 前年度差 ｜ 455 千円｜



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 2 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 2 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。国民生活センター等研修への参加

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 鑑

。 。



市町村事業計画様式

大阪府 市町村名 阪南市 自治体コード 272329 ｜平成 27 年度｜

, .今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

交付金等対象経費

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費 27年度 26年度 対象経費

本予算 補正予算 基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・培
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへVレ7?7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへVレ7?7＂事業（研修参加支 消費生活相談員の研修参加に対する支援（3人）
272 272 

援） I基金l

③消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に 自立した消費者の育成及び消費者災害未然防止
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため のために、啓発グッズを市民に配布する。［交付 409 409 
の取組） 金】

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に ／／  ／／  関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 681 409 272 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

ーー・・a』

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

ー一ー．
（強化）

＠消費生活相談員等レベル717°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レバル717°事業（研修参加支 （既存）

援） （強化） 3名の相談員に対し、 1人1～2回程度、宿泊を伴う独立行政法人国民生活センター等への教育研修事業への参加を支援している。

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組） （強化） 市民を対象として、啓発グッズを購入して、消費者被害の未然防止を図る。

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑪消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）（勤務時間、日数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 2,446 千円

前年度の消費者行政予算 4,106 千円

うち交付金等対象経費 2,049 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 2,057 千円

今年度の消費者行政予算 2,445 千円

うち交付金等対象経費 681 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,764 千円 20年度差 ｜ -1 千円｜ 前年度差 ｜ 293 千円｜



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 3 人 今年度末予定 相談員総数 3 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 3 人 今年度末予定 相談員数 3 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。多様化、複雑化する相談内容に対応するため、能力向上に必要な研修への参加に伴う旅費
等を負担する。

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 壷E



市町村事業計画様式

0.基本データ

） 都道府県名 大阪府 市町村名 島本町

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
相談対応に必要な参考図書の購入I交付金］

設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レめレ777•事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レバル777・事業（研修参加支
消費者相談員等の研修参加支援I基金］

援）

③消費生活相談体制j整備事業
相談室開室日増加に伴う相談員への報酬［交付
金】

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
消費者啓発のための配布啓発物品、消費者学習

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
イベントの実施I交付金I

の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

自治体コード 027301 ｜平成 27 年度｜

（単位：干円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

30 30 

172 172 

383 383 

549 549 

／／  ／／  

1,134 579 383 172 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存） 参考図書…既存なし

設・拡充） （強化） 参考図書（10冊）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

一一一一一一
（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 ｛既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レへVレ7'!7°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへ7レ777＇事業（研修参加支
（既存） 大阪府主催等の研修に参加

国民生活センター主催等の消費者相談員研修への参加するための旅費援） （強化）
国民生活センター主催等の消費者行政研修へ参加経験のない職員が参加するための旅費及び負担金（受講料）

③消費生活相談体制整備事業
（既存） 消費者相談室を毎週月・水の遇2日開室

（強化） 消費者相談室を毎週月・水・金の週3日開室金曜日の消費者相談員報酬7,500円×51日分

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） 啓発物品…既存なし（消費者まつりの実施）、消費者学習イベント…既存なし
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

（強化） 啓発物品…3,000個、消費者学習イベント…l回の取組）

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）（鋤務時間、日数等の拡大）

l人 102人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

1人 383千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 1,053 千円

前年度の消費者行政予算 2,098 千円

うち交付金等対象経費 755 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,343 千円

今年度の消費者行政予算 2,550 千円

うち交付金等対象経費 1,134 千円

’aezrqf 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 383 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,416 千円 20年度差 ｜ 363 千円l前年度差 ｜ 73 千円l



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 2 人 今年度末予定 相談員総数 2 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 2 人 今年度末予定 相談員数 2 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。研修に参加し相談時に必要な知識を習得する。

③就労漂境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 ｜ 有

前年度における雇止めの有無 ｜ 無



市町村事業計画様式
r、 戸ヘ

0.基本データ

II 都道府県名 大阪府 市町村名 豊能町 自治体コード 273210 ｜平成 27 年度l

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位．千円）

交付金等対象経費

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レヘ》7"!7°事業（研修開催）

・干lli談員緋1彦時旅費t賀周介1員J

⑦消費生活相談員等レへ’ル7"!7°事業（研修参加支 各種研修会へ相談員を参加させ、相談業務のレ
国セン等 132,290円

援） ベノレアップを図る。
163 163 府内 15,840円

－研修参加負担金（負担金） 14,650円

相談窓口開設日を1日拡充し、相談体制の強化を
・相談員の報酬（非常勤職員報酬） 500,913円

＠消費生活相談体制整備事業
図る。

787 787 －相談員の社会保険料（社会保険料）
285,811円

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に 町立図書館において、新たに消費生活関連図書
・関連図書等購入費（図書購入費） 161,000円

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため コーナーを設け、関連図書等を購入し、住民に対 199 199 
の取組） し情報提供を行う。 －書架等購入（庁用器具費） 38,534円

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に 高齢者の消費者：被害の予防と救済を効果的に行 ・見守り者に対す研修時の資料代（消耗品費）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化 うため、地域の見守り者（民生委員等）と連携し啓 426 426 54,000円
を図るための事業） 発を行う。 ・啓発物品購入（消耗品費） 371,952円
⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
／／  ／／  関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデ、ル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 l,575 625 787 163 



/""' 戸ヘ

2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談員等レへVレ717°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへ’ル717°事業（研修参加支 （既存） 研修時の旅費については、町予算より支出している。

援） （強化） これまで以上に研修等へ積極的に参加し、相談対応能力のレベノレアップを図るため旅費等について支援を行う。

③消費生活相談体制整備事業
（既存） なし

（強化） 相談窓口開設日を1日拡充し、相談体制の強化を図る。

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） なし
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組） （強化） 町立図書館において、新たに消費生活関連図書コーナーを設け、関連図書等を購入し、住民に対し情報提供を行う。

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） なし
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化

高齢者の消費者被害の予防と救済を効果的に行うため、地域の見守り者（民生委員等）と連携し啓発を行う。を図るための事業） （強化）

⑪地域る事社業会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関す （事業者指導や法執行等〉 （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解高決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデ、ノレ性の い事業） （強化）

⑪消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3. 消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すξI"""".~に記載） 戸ヘ

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）（勤務時間、回数等の拡大）

1人 370人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

1人 787千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 2,216 千円

前年度の消費者行政予算 2,096 千円

うち交付金等対象経費 145 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,951 千円

今年度の消費者行政予算 3,712 千円

うち交付金等対象経費 1,575 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 787 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 2,137 千円 20年度差 ｜ ム79千円｜ 前年度差 I 



(""- 戸ヘ

6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 2 人 今年度末予定 相談員総数 1 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。相談員が積極的に研修に参加できるように体制整備を図る。

＠就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 ｜ 有

前年度における雇止めの有無 ｜ 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

rヘ

市町村名 忠岡町

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 PIO-NET端末等の新規導入及び利用環境の整
設・拡充） 備。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レヘVレ7"!7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへ’ル7"!7°事業（研修参加支
消費者行政に係る研修への参加支援等。

援）

＠消費生活相談体制整備事業 消費生活専門相談員の継続雇用支援。

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 消費者被害防止のための啓発。
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデ、ル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

F「

自治体コード 027341 l平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

394 394 
PIO-NET端末用パソコン、 PIO-NET印刷用プリンター、
LG回線工事費

121 121 消費生活専門相談員の旅費・研修受講料

541 541 消費生活専門相談員の人件費

消費者啓発物品（チラシ・ポスター・ウエットティッシュ・回
1,013 1,013 

覧板・ステッカー）

／／  ／ ／  

2,069 1,407 541 121 



f画、 戸ヘ

2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存） 消費相談業務に必要不可欠なPIO-NET端末等の回収に伴う消費相談業務の機能低下が懸念される。

設・拡充） （強化） 円0-NET端末等の新規導入及び利用環境を整備することにより消費生活相談機能の維持・強化を図る。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レへVレア－；7＇事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レイルアップ事業（研修参加支 （既存） 研修への参加が思うようにできていない。

援） （強化） 消費生活専門相談員の研修参加を支援し、相談員のスキノレアップ及び相談業務の強化を図る。

③消費生活相談体制整備事業
（既存） 消費者問題を地元で相談・解決するために消費生活専門相談員は必要不可欠であるが、財政面から現状維持が厳しい状況にある。

（強化） 引き続き消費生活専門相談員による消費生活相談を継続できるよう努める。

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

（既存） 全体的な件数は少ないものの、内容の重い相談件数が増加傾向にある。

の取組） （強化） 消費者啓発・相談窓口の周知を図るため、相談窓口の案内や啓発用チラシ等を作成し、引き続き消費者被害の未然防止に努める。

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化

（既存）

を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加侵入要望（該当するぺに記載）
戸ヘ

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（
（勤務時間、回数等の拡大）

仙牌閉、 1--------11日3時間×27年度の金曜日の日数（祝日
で~I ｜等除く）51日

人 153人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

・-
竺==i--------------110,60船引日

人 541 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 935 千円

前年度の消費者行政予算 3,359 千円

うち交付金等対象経費 1,635 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 一千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 1,724 千円

今年度の消費者行政予算 3,294 千円

うち交付金等対象経費 2,069 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 541 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 一千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,225 千円 20年度差 ｜ 290 千円｜ 前年度差 ｜ 
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6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 2 人 今年度末予定 相談員総数 2 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 2 人 今年度末予定 相談員数 2 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。相談員のレベルアップのため、研修に参加できるよう旅費を支援。

＠就労環境の向上 。相談日以外に相談員連携会議を設ける。

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

r 

市町村名 熊取町 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レへ＇fv7'J7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへVレ7'J7°事業（研修参加支
消費生活相談員の研修参加経費 282 

援）

平成25年度より、週3日から週4日に増設し、又、相談
③消費生活相談体制整備事業 員の報酬の引き上げにより消費生活相談体制の充実を 2,704 

i主古、る。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
啓発講座・連続講座・出前講座の開催、集中相談

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の実施

854 
の取組）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 3,840 

戸ー、

273619 ｜平成 27 年度｜

（単位－千円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

144 費用弁償、消耗品費

952 報酬、費用弁償

667 謝礼金、消耗品費

／／  ／ ／  

667 952 144 

，.“・司・－－－－

I, 71.J 
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2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④委員消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘコレ717°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レヘコレ-717.事業（研修参加支 （既存） 相談員：旅費支給（府・弁護士会との共同事例研究会、弁護士ゼミ）

援） （強化） 相談員：経常分（既存）の研修とは別の研修（相談員のレベノレアップにつながる）の参加および、国民生活センターでの研修（相模原研修）に参加

（既存）

③消費生活相談体制整備事業
（強化）

4回／週f月・火・木・金曜日） 13時～17時（相談受付時聞は13時～16時）
平成25年度よりセンター化を実施し、相談日を1日増やし、週4日とする。

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
（既存）

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
（強化）

1週間集中相談会を年2回実施し、弁護士を招いて、相談員とともに消費生活相談を強化。毎年5月に実施する啓発講座の開催、
の取組） そして地域のトダー的人材を養成するための消費者連続講座の開催。また、子どもから高齢者までの年齢に応じて出前講座を行う。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化

（既存）

を図るための事業） （強化）

⑪地域社会（に事お業け者る指消導費や者法問執題行解等決）力の強化に
（既存）

関する事業 （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存7
関する事業（先進性・モデ、ル性の高い事業） （強化）

⑭消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当すぎ（含に記載） へ
実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）（勤務時間、日数等の拡大）

2 人 379人時間／年

対象人員数

（報酬引上げ）

2人

対象人員数計 追加的総費用

2 人 952千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 1,519 千円

前年度の消費者行政予算 3,804 千円

うち交付金等対象経費 2,015 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 939 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 一千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 1,789 千円

今年度の消費者行政予算 3,840 千円

うち交付金等対象経費 1,763 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 952 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 ー千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 2,077 千円 20年度差 ｜ 558 千円｜ 前年度差 ！ 



r ，，..町、

6.消費生活相談員の田置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 2 人 今年度末予定 相談員総数 2 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 2 人 今年度末予定 相談員数 2 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

＠研修参加支援 。相談員のレベルアップを図る為、研修参加を支援する

＠就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 市町村名 田尻町

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業｛苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへVレ・7"!7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへVレ・7"17・事業（研修参加支 相談員の府内での研修への参加支援（2名）【基
援） 金】

③消費生活相談体制整備事業

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に 消費者被害防止のための啓発用パンフレットの作
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 成、ポスター掲示等により、相談者への情報提供
の取組） を充実させる［交付金］

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

自治体コード 273627 ｜平成 27 年度 l

（単位：千円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度 対象経費

本予算 補正予算 基金

34 34 大阪府の研修に参加するための必要な経費

参考図書購入費 5千円
教材作成・購入費
消費者トラブル防止のための啓発用パンフレット（一般

551 551 向け32千円・若年者向け65千円・高齢者向け249千円）
計3,900部相談室における啓発のための備品購入費
脚立23千円、 案内板94千円、電光掲示板83千円

／ ／  ／ ／  

585 551 34 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

一ー一一一
（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

一一－・． 一一
（強化）

⑥消費生活相談員等レへ’ル・7-;7＂事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへVレ7-;7＂事業（研修参加支 （既存） 府開催の研修には、相談員1名が町単費により年3回程度参加。

援） （強化） 府開催の研修に、相談員l名及び行政担当職員1名が複数参加できるよう旅費を支援。

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） 過去において、契約トラブルの冊子を作成。啓発用ポスター等の作成及び掲示も行っているが、消費者へのPRが弱い。

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 成人式及び窓口等における消費者トラブノレ防止にためのパンフレット（300部）、高齢者への悪質商法防止のためのパンフレット（300部）及び一般消費者
の取組） （強化）

への振り込め詐欺等消費者トラブ、／レ防止のためのパンフレット（3,300部）の全戸配付。

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデノレ性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定lζ基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

｛勤務時間、回数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数

（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 1,143 千円

前年度の消費者行政予算 1,517 千円

うち交付金等対象経費 418 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 1,099 千円

今年度の消費者行政予算 1,525 千円

うち交付金等対象経費 585 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 940 千円 20年度差 ｜ 一203 千円｜ 前年度差 ｜ 一159 千円｜



6.消費生活相議員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1 人 今年度末予定 相談員総数 1 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 1 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 。消費生活相談員等レベルアップ事業に参加

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 壷珪



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府 市町村名 岬町

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・培
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レヘコレ・7-;7＂事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レヘ・1v7-;7°事業（研修参加支

援）

③消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため 消費者被害防止のための啓発［交付金】
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

自治体コード 2736 ｜平成 27 年度｜

（単位：干円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

357 357 -330円x1,000個X1.08=356,400円

／／  ／ ／  

357 357 ー



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

一一ー刷 ・ ー

（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘコレ717＂事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへVレ717°事業（研修参加支 （既存）

援） （強化）

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

（統存） なし

の取組） （強化） 悪質商法など、の被害を防止するためのパンフレットを作成

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデノレ性の高い事業） （強化）

⑪消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数 追加的総業務量（総時間）｛勤務時間、回数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 411 千円

うち交付金等対象経費 411 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 一千円

今年度の消費者行政予算 357 千円

うち交付金等対象経費 357 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 一千円 20年度差 ｜ ー千円｜ 前年度差 ｜ 



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1 人 今年度末予定 相談員総数 1 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 ｜ 有

前年度における雇止めの有無 ｜ 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 太子町 自治体コード

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへ．ル717°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レへ’ル・7-;7・事業（研修参加支
援）

③消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に
消費生活に関する周知を図るため、啓発講座を開

関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
催［交付金1 300 

の取組）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地場社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

＠消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計 300 

273813 ｜平成 27 年度 l

｛単位：干円）

交付金等対象経費

27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

300 啓発講座｛住民文は学校）

／／  

300 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用）
・市←晶一一ーーー

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

ー ・h 一句 ·• 

（強化）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等レヘVレ7"17°事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レヘ.，レ7"!7°事業（研修参加支 （既存）

援） （強化）

③消費生活相談体制整備事業
（既存） 消費生活の啓発については、広報誌に掲載している。

（強化） 消費生活に関する周知を図るため、講座の開催を行い啓発に努める。

⑨地域社会における消費者問題解決カの強るた化めに
関する事業（消費者の安心・安全を確保する

（既存）

の取組） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業） （強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑪消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人目 年間実地研修受入総日 ’人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

（勤務時間、回数等の拡大｝

人 人時間／年

対象人員数

（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 159 千円

前年度の消費者行政予算 815 千円

うち交付金等対象経費 300 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 515 千円

今年度の消費者行政予算 1,057 千円

うち交付金等対象経費 300 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 757 千円 20年度差 ｜ 98 千円｜ 前年度差 ｜ 加 千 円 ｜



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 一人 今年度末予定 相談員総数 ー人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第2に係る特例

前年度における首長表明の有無 ｜ 有

前年度における雇止めの有無 ｜ 無



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

f画、

市町村名 河南町

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
1舌用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

＠消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等レへ＇107げ．事業（研修開催）

w号1r阿賀笠1古相談員寺レヘル{17事莱t緋修参加；文

③消費生活相談体制整備事業

①消費者教育・啓発のための講習会等参加
⑨地域社会における消費者問題解決カの強化に ②消費生活だよりの各戸配付
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため ＠消費者啓発ク守ッズ購入

の取組） ④消費者啓発講座等実施用備品購入
［交付金］

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑪消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

戸、

自治体コード 273821 ｜平成 27 年度｜

（単位．千円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

①旅費（1名分｝
②カラーコピーペーパー、消費生活関連図書購入費

1,140 1,140 ③消費者啓発グッズ（オリジ‘ナル7ェイスタオル、カラピナ付マルチ
カバー、マグネット、マイ箸セット)P.普入費

／ 
, ④消費者啓発講座等実施用備品（プロジェクター）賎入費

/ 

／ ／  ／／  

1,140 1,140 



2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）
－－ー←－ーー，

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）
日－－－押

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

ー－－一一－一一一
（強化）

＠消費生活相談員等レイル7げ。事業（研修開催）
（既存）

一一 一一一一
（強化）

⑦消費生活相談員等レ〈ル7".17°事業（研修参加支 （既存）

援） （強化）

（既存）
③消費生活相談体制整備事業 一一一一一”ー

（強化）

（既存）

＠地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業〈消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（強化）

砂を関図す地る域るた事社め業会の（に地事お域業けの）る多消様費な者主問体題等解と決の力連の携強の化強に化
（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に （既存）

関する事業（先進性・モデ、／レ性の高い事業） （強化）

⑪消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）

①消費者教育・啓発のための講習会等参加支援
②定期的に消費生活情報をカラーコピーペーパーに印刷、提供
＠町で実施するイベント等において啓発グッズ‘の配布による消費者啓発の実施

＠設備の整った施設で‘の消費者啓発講座の実施
一一一

①更なる消費者教育・啓発のため、最新事例などの情報収集が必要であることから、各種講習会等への参加を支援する。
②広報紙以外にも定期的に消費生活情報を提供するため、カラーコピーペーパーに消費生活情報を印刷し、各戸配付を継続して行う。
＠町で実施するイベント等において啓発グッズ、の配付による消費者啓発を継続して行う。
④施設の整った施設のみでなく、町で実施する種々のイベント等において啓発ブースを出展し、消費者啓発を行う。

晶一一ー一一一一

一 一

一一一一一一

f、＼

'--'' n 

一 一 一 一 一 一 一 一 一 ー 一 一 ー

一 一 一 一 一 一 一 ’ 一 一 一ー一ー，

一一一一一一一ー一一

『・一一一一』一一一一一一一 一 一，ー，一一

一一一一一 一一一一



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当す／「合に記載）
戸、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人目

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

（勤務時間、日数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数
（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 116 千円

前年度の消費者行政予算 4,728 千円

うち交付金等対象経費 800 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 一千円

うち先駆的事業 ー千円

うち交付金等対象外経費 3,928 千円

今年度の消費者行政予算 4,763 千円

うち交付金等対象経費 1,140 千円／

うち交付金等対象の賃料、人件費等 ー千円’

うわ交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 一千円

うち先駆的事業 ー千円

うら交付金等対象外経費 3,623 千円 20年度差 ｜ 払507 千円｜ 前年度差 ｜ 



6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 人 今年度末予定 相談員総数 一人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

③就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

。 。



市町村事業計画様式

0.基本データ

都道府県名 大阪府

rヘ

市町村名 千早赤阪村

1.今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等）

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・場
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

＠消費生活相談員等レへ＇1v7-;7°事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レヘコレアップ事業（研修参加支
援）

③消費生活相談体制整備事業

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に 消費生活に関する問題解決カを強化するため、
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため

消費者向け啓発物品を全戸配布する。
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑮消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法
定受託事務

合計

戸、

自治体コード 273830 ｜平成 27 年度｜

（単位：千円）

交付金等対象経費

事業経費 27年度 26年度
基金

対象経費

本予算 補正予算

231 231 
携帯型クェットティッシュ（名入れ・版代込み）

ノ
,, 款）商ヱ費項）商工費目）消費者行政費節）委託料

／ 

／ ／  ／／／  

231 231 ー
／ 

， 
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2.推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増 （既存）

設・拡充） （強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の （既存）

活用） （強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理 （既存）

委員会） （強化）

＠消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

＠消費生活相談員等レへVレアップ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等レへVレアップ事業（研修参加支 ー（既存）

援） （強化）

③消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

＠地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存） 消費生活に関する啓発。
関す取組る事）業（消費者の安心・安全を確保するため
の取 （強化） 消費生活に関する問題解決カを強化するため、消費者向け啓発物品（携帯型ウェットティッシュ）を全戸配布し、消費者相談窓口を周知。

⑮地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化

（強化）を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（事業者指導や法執行等） （強化）

⑫地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先駆的事業） （強化）

⑬地域社会における消費者問題解決カの強化に （既存）

関する事業（先進性・モデル性の高い事業） （強化）

⑬消費者安全法第46条第2項の規定に基づく法 （既存）

定受託事務 （強化）



3.消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当するf『 i-1こ記載）
戸、

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人 実地研修受入人数 人

研修参加・受入要望

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

4.消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

対象人員数
追加的総業務量（総時間）

（勤務時間、日数等の拡大）

人 人時間／年

対象人員数

（報酬引上げ）

人

対象人員数計 追加的総費用

人 千円

5.消費者行政予算について

平成20年度の消費者行政予算 28 千円

前年度の消費者行政予算 434 千円

うち交付金等対象経費 212 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 222 千円

今年度の消費者行政予算 893 千円

うち交付金等対象経費 231 千円
／ 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 662 千円 20年度差 ｜ 634 千円｜ 前年度差 ｜ 制O 千円l
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6.消費生活相談員の配置について

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 ー人 今年度末予定 相談員総数 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

7.消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

＠就労環境の向上

④その他

8.地方消費者行政推進事業実施要領別添2第2及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添2第21こ係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無




